
Ⅲ 給与                     

第１ 給与（資料編）

１ 給与

（１） 手当の意義

    一般的には常勤の一般職の職員に対し、当該職員に適用される給料表において、その職責の差、地域差等

                      によって必要とされる給与額の差を十分に反映させることができ

                      ないため、給料と別個に支給されるものである。

   ※ 常勤の特別職に支給できる諸手当の範囲

     市町村長等の給料は、本来の職務の特殊性に基づき、当該職務に対する一切の給付を含めて、個々具体

的に条例で定めるべきものとされているものであり、国家公務員の特別職に支給されている手当（地域手

当、通勤手当、期末手当、寒冷地手当）に相当する手当は国との権衡上支給することは差し支えないが、

それ以外の手当の支給については、各手当のもつ本来の性格から当然に制約される。（通達昭43.10.17）

（２） 給与決定の原則と企業職員等との関係

企業職員及び単純労務職員 そ  の  他

職 務 給 の 原 則 その職務に必要とされる技能、職務遂行の

困難度等職務の内容と責任に応ずるもので

あり、かつ、職員の発揮した能率が十分に考

慮されるものでなければならない。

（地公企法38②、地公労法附則⑤）

均 衡 の 原 則 生計費、同一又は類似の職種の国及び地方

公共団体の職員並びに民間事業の従事者の

給与、当該地方公営企業の経営の状況その他

の事情を考慮して定めなければならない。

（地公企法38③、地公労法附則⑤）

条例主義の原則 給与の種類及び基準は条例で定める。

（地公企法38④、地公労法附則⑤）

・ 県費負担教職員

  都道府県の条例で定める。

   （地教行法42）
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（３） 給与支給の原則と特例

特 例 が 認 め ら れ る 場 合

通貨払いの原則 ・ 一般職員

  法律又は条例により特に認められた場合（地公法25②）

・ 企業職員・単純労務職員

  法令又は労働協約に別段の定めがある場合等（労基法24①）

直接払いの原則 ・ 一般職員

  法律又は条例により特に認められた場合（地公法25②）

全額払いの原則 ・ 一般職員

  法律又は条例により特に認められた場合（地公法25②）

・ 企業職員・単純労務職員

  法令に特別の定めがある場合又は当該事業場の労働者の過半数で組織する労

働組合等との書面による協定がある場合（労基法24①）

※ 法律による特例

  所得税法183①、地方税法41及び321の 3、地共済法115、民事執行法151等

給与重複支給の

禁 止

・ 企業職員・単純労務職員

  地公法24③の規定が適用されない。（地公企法39①、地公労法附則⑤）

・ 教育公務員

  教育に関する他の職を兼ねることが本務の遂行に支障がないと任命権者が認

めた場合（教特法17①）

① 通貨払いの原則と小切手による給与の支払い

      地公法第25条及び労基法第24条の規定による原則（通貨・直接労働者・全額）に従い、職員の給与

を小切手により支払うことはできない。（自治令165の４③、地公企令21の 12⑤）

② 直接払いの原則と代理人への支払い

      職員の代理人（職員の委任を受けた者）に支払うことは原則に反するが、職員の使者を介して職員に

対して支払うことは差し支えない。（行実(労)昭23.12.4）

③ 直接払いの原則と口座振替による支給 （通知昭50.4.8）

     下記の要件を満たす給与の口座振込については地公法第25条第2項に基づく条例は必要としないが、

同法第 25 条第 3 項による給与の支払方法に関しては、条例に規定するものとされているので、口座振

込を行う場合は条例の規定が必要である。

ア 給与の口座振込は、職員の意思に基づいているものであること。

イ 職員が指定する本人名義の預金又は貯金の口座に振り込まれること。

ウ 振り込まれた給与の全額が、所定の給与支払日に払い出し得る状況にあること。

   ④ 全額払いの原則と賃金カット

      全額払いの原則は、過払賃金の調整的な控除をも禁止する趣旨ではなく、過払事実の発生した月と精

算調整の実を失わない程度に合理的に接着した時期に労働者の給料生活の安定を阻害しない程度に止

まる場合には、調整的な控除は許される。（最高裁昭44.12.18）

（４） 重複給与支給の禁止に関する補足説明

① 重複給与支給の禁止と兼職

ア 一般職の職員が他の職を兼ねる場合

       重複給与支給の禁止規定は、一般職の職員が他の一般職の職員を兼ねる場合にのみ適用されるもの

であるが、

・ 一般職の職員が特別職の職員を兼ねる場合、明文の重複給与支給禁止の規定がないので特別職と

しての報酬を受けることは可能であるが、受けた場合には、給与はその勤務の対価であるという原

則から、特別職としての勤務をなしたために本務について勤務しなかった時間に対する給与は減額
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するのが妥当である。

      ・ 特別職が、一般職の職員の職務の性質上当然に兼ねるべきものである場合には、特別職としての

報酬を別に受けることは適当でない。なお、一般職の職員が特別職の職員を兼ねる場合には特別職

としての報酬については支給しない旨条例で措置することができる。

                            （行実昭26.3.12、行実昭27.6.16、行実昭36.6.9）

     イ 特別職の職員が一般職の職員を兼ねる場合

       一般職の職員としての給与を支給することは差し支えないが、特別職の報酬の支給について条例で

調整措置を講ずることが適当である。（行実昭30.9.14）

       

   ② 重複給与支給の禁止と企業職員・単純労務職員

      企業職員・単純労務職員については、重複給与支給禁止の規定はないが、他の一般職の職員と同様に

取扱うべきである。（地公法24③、行実昭29.5.6）
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２ 給料                            

（１） 給料表の種類

種   類 適   用   範   囲

行 政 職 給 料 表 他の給料表の適用を受けないすべての職員

教育職給料表（一） 大学に準ずる教育施設の副校長、教授、准教授等

教育職給料表（二） 高等学校・特殊学校の校長、教諭、助教諭等

  同   （三） 幼稚園・小・中学校の校(園)長、教諭、助教諭等

医療職給料表（一） 病院・診療所等の医師、歯科医師

  同   （二） 薬剤師、栄養士、その他医療技術職員

  同   （三） 保健師、助産師、看護師、准看護師

福 祉 職 給 料 表 社会福祉施設等で入所者の指導、保育、介護等の業務に従事する職員(保育士等)

    ※１ 上記の給料表は、国の場合の代表的なものであり、比較的規模の小さい市町村においてはそれぞれ

の実情に合わせて簡素化することが適当である。（通達昭32.6.1）

       なお、国立学校が平成16年度から独立行政法人に移行したことにより、現在の国の教育職俸給表は

通達時のものとは異なっている。現在、公立学校の教員に適用される教育職給料表は、全国人事委員

会連合会が策定する「参考モデル給料表」により設定されている。

    ※２ 特別な給料表を用いない場合において必要があるときは、当該職の実態に応じて給料の調整額、特

殊勤務手当又は資格基準において適宜措置し、給与の均衡を図ることが適当である。（通達昭32.6.1）

（２） 等級別基準職務表（例）

  （６級制の場合の例）

職務の級 職           務

１  級 主事又は技師の職務

２  級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事又は技師の職務

３  級 １ 課長補佐の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度のものとして長

が規則で定める職の職務

２ 係長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度のものとして長が規

則で定める職の職務

４  級 困難な業務を処理する課の課長補佐の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと

同程度のものとして長が規則で定める職の職務

５  級 課長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度のものとして長が規則で

定める職の職務

６  級 会計管理者の職務、○○課長など重要な業務を所掌する課の長の職務又は職務の複雑、困

難及び責任の度がこれと同程度のものとして長が規則で定める職の職務

    ※１ H26 地公法改正により、地方公共団体は給与条例で「等級別基準職務表」を定め、等級別に職名ご

との職員数を公表することとなった。

    ※２ 等級別基準表には、人事院規則９－８（初任給、昇格、昇給等に基準）別表第１に規定する標準職

務表と同様に、給料表ごとに職員の職務を給料表の各等級に分類する際に基準となるべき職務の内容

を具体的に定める必要があること。

    ※３ 原則として、年度当初における等級及び職制上の段階ごとの職員の数を、取りまとめ次第速やかに

公表すること（地公法58の 3）。

    ※４ 企業職員及び単純労務職員の給与については、地方公営企業法第38条第２項において、「その職務

に必要とされる技能、職務遂行の困難度等職務の内容と責任に応ずるものであり、かつ、職員の発揮

した能率が充分に考慮されるものでなければならない」と規定されており、また、H26 地公法改正に

よる人事評価制度の規定が適用されていることから、同様に職務分類の基準を定め、等級及び職階上

の段階ごとの職員の数の公表を行うなどの措置を講ずることが適当である。

    参照：H27.4.10総行給第31号、総財公第73号「地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する

法律の運用について（通知）」
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（３） 級別資格基準表（旧参考例初任給規則5、別表2）

    職員を新たに採用するとき、昇格させるとき、初任給基準又は給料表の適用を異にして異動させるときに、

   その採用、昇格又は異動に当たって決定しようとする職務の級について必要な資格要件の基準を各給料表ご

   とに定めている。

    

試 験
学 歴

免 許 等

職     務     の     級

１級 ２級 ３級 ４級

正

規

の

試

験

上級 大学卒
3 4 4

0 3 7 11

中級 短大卒
5.5 4 4

0 6 10 14

初級 高校卒
8 4 4

0 8 12 16

その他 中学卒
9 4 4

3 12 16 20

    ※１ 級別資格基準表の適用方法

      ① 試験欄の区分に応じて適用する。（旧参考例初任給規則6①前段）

      ② 表中、上段の数字は当該職務の級に決定する場合の必要在級年数を、下段の数字は当該職務の級

       に決定するための必要経験年数を示す。（旧参考例初任給規則6①後段）

       ・ 必要在級年数… 職員の職務の級を決定する場合に必要な 1 級下位の職務の級における在級                

年数（旧参考例初任給規則七－三三2Ⅶ）

       ・ 必要経験年数… 職員の職務の級を決定する場合に必要な経験年数（前歴換算後の年数を含む）

                                     （旧参考例初任給規則2Ⅳ、Ⅴ）

※２ 「正規の試験」の区分は、次の職員に適用する。（旧参考例初任給規則6②③）

      ① 正規の試験の結果に基づいて職員となった者

      ② ①に該当し、その後人事交流等により引き続いて他の地方公務員等となり、引き続きそれらの者

として勤務した後、引き続いて職員となった者

      ③ 正規の試験の結果に相当すると認められる選考の結果に基づき任用された職員等知識経験、学歴

免許等に照らして、正規の試験のうちいずれかの試験の結果により採用された者に相当すると認め

られる者

       

    ※３ 「学歴免許等」の区分の適用（旧参考例初任給規則6④⑤）

      ① 職員の有する最も新しい学歴免許等の資格に応じて適用するものとし、学歴免許等資格区分表に

よる。

      ② 職員の有する最も新しい学歴免許等の資格以外の資格によることがその者に有利である場合は、

       有利な方の区分によることができる。

      ③ 職員に適用される級別資格基準表の職種欄の区分又は試験欄の区分に対応する学歴免許等欄の最

       も低い学歴免許等の区分よりも下位の学歴免許等の資格のみを有する職員に対する同表の学歴免許

       等欄の適用は、その最も低い学歴免許等の区分による。
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（４） 経験年数（県規則七－三三7、8、9 給実甲326第15条関係 給実甲326第 15条の2関係）

   経験年数とは、職員が同種の職務に在職した年数をいい、昇格の場合等に用いる級別資格基準表を適用する

  際に用いる。

  ※ 計算方法

     職員として在職した年数＋（経歴×経験年数換算表の換算率）±修学年数調整

     

                             適用される級別資格基準表の学歴免許等欄の区分

に対して修学年数調整表に加える年数又は減ずる年

数が定められている学歴免許等の資格を有する者に

                            ついてはその加減した年数をもって経験年数とする。

                 ① 経歴の起算（規則九－八15の2）

                  ・ 級別資格基準表の学歴免許等欄の区分の適用に当たって用いるその者

                   の有する最も新しい学歴免許等の資格を取得した時（学歴免許等の資格

による調整を行った場合には、その調整にあたって用いた学歴免許等の

資格を取得した時以後）。

                  ・ 級別資格基準表の備考に別段の定めがある場合（例：医療職給料表適

用者）における経験年数の取扱いについては、その定めによることとな

                   るので注意すること。

② 経歴の換算（給実甲326第 15条の2関係）             

                  ・ 月を単位として計算する。

                  ・ 同一月に換算率の異なる２以上の期間がある場合は、職員に有利な方

                   の経歴の期間に係る月として計算する。

                  ・ 各期間の換算の結果、１月未満の端数が生じたときは合算するものと

                   し、その結果なお１月未満の端数があるときは１月に切り上げる。

・ 経験年数換算表（規則九－八別表４）

経          歴 換 算 率

国家公務員、地方公務員又は旧

公共企業体、政府関係機関若し

くは外国政府の職員としての

在職期間

職員として同種の職務に従事した期間 100/100

職員の職務とその種類が類似する職務に従事し

た期間
100/100以下

その他の期間 80/100以下（部内の他

の職員との均衡を著し

く失する場合は、

100/100以下）

民間における企業体、団体等の

職員としての在職期間

職員としての職務にその経験が直接役立つと認

められる職務に従事した期間
100/100以下

その他の期間 80/100以下

学校又は学校に準ずる教育機関における在学期間

（正規の修学年数内の期間に限る。）
100/100以下

その他の期間 教育、医療に関する職務等特殊の知識、技術又は

経験を必要とする職務に従事した期間で、その職

務についての経験が職員としての職務に直接役

立つと認められるもの

100/100以下

技能、労務等の職務に従事した期間で、その職務

についての経験が職員としての職務に役立つと

認められるもの

50/100以下（部内の他

の職員との均衡を著し

く失する場合は、

80/100以下）

その他の期間 25/100以下（部内の他

の職員との均衡を著し

く失する場合及び教育

職給料表の適用を受け

る職員に適用する場合

は、50/100以下）
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・ 修学年数調整表（県規則七－三三 別表5）

学 歴 区 分 修学年数

基 準 学 歴 区 分

大学卒

（16年）

短大卒

（14年）

高校卒

（12年）

中学卒

（9年）

博 士 課 程 修 了 21年 ＋ 5年 ＋ 7年 ＋ 9年 ＋ 12年

修 士 課 程 修 了 18年 ＋ 2年 ＋ 4年 ＋ 6年 ＋ 9年

専門職学位課程修了 18年 ＋ 2年 ＋ 4年 ＋ 6年 ＋ 9年

大 学 ６ 卒 18年 ＋ 2年 ＋ 4年 ＋ 6年 ＋ 9年

大 学 専 攻 科 卒 17年 ＋ 1年 ＋ 3年 ＋ 5年 ＋ 8年

大 学 ４ 卒 16年 ＋ 2年 ＋ 4年 ＋ 7年

短 大 ３ 卒 15年 － 1年 ＋ 1年 ＋ 3年 ＋ 6年

短 大 ２ 卒 14年 － 2年 ＋ 2年 ＋ 5年

短 大 １ 卒 13年 － 3年 － 1年 ＋ 1年 ＋ 4年

高 校 専 攻 科 卒 13年 － 3年 － 1年 ＋ 1年 ＋ 4年

高 校 ３ 卒 12年 － 4年 － 2年 ＋ 3年

高 校 ２ 卒 11年 － 5年 － 3年 － 1年 ＋ 2年

中 学 卒 9年 － 7年 － 5年 － 3年
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・ 経験年数の計算例

平成30年 10月  上級試験合格

平成31年 3 月  大学卒

平成31年 4 月 1 日～ ○○町勤務（行政職）

上記の者の令和5年3月までの経験年数

・ 経験年数換算

平成31年3月          1月×0.25（在家庭）＝ 0.25

平成31年4月～令和5年3月   48月×1.00（職員歴）＝48.00 

                          計 48.25（1月未満切上げ）⇒49月

・ 学歴免許等の資格による調整

  なし

よって経験年数は4年1月

平成 26年  3月             大学卒

平成 26年  4月 1日～平成28年 12月  5日 民間会社（経験が直接役立つと認められる職務以

外）

平成 28年 12月 6日～平成29年  3月 31日 在家庭

平成 28年 12月               中級試験合格

平成 29年  4月 1日～            ○○町勤務（行政職）

上記の者の令和5年3月までの経験年数

・ 経験年数換算

平成26年3月         1月×0.25（在家庭） ＝ 0.25

平成26年4月～平成 28年 12月  33月×0.80（民間会社）＝ 26.40

平成29年1月～平成 29年 3月 3月×0.25（在家庭） ＝ 0.75

平成29年4月～令和  5年  3月 72月×1.00（職員歴） ＝72.00

計  99.40（1月未満切上げ）⇒100月

・ 学歴免許等の資格による調整

修学年数調整表に掲げる大学卒に対する短大卒の差⇒＋2年

100月＋24月＝124月  よって経験年数は10年4月

平成28年 3月 1日           高校卒

平成28年 3月 20日～令和元年11月 30日 民間会社（経験が直接役立つと認められる職務以

外）

令和 元年 10月               上級試験合格

令和 元年 12月～令和2年3月        在家庭

令和 2年 4月 1日～          ○○町勤務（行政職）

上記の者の令和5年3月までの経験年数

・ 経験年数換算

  平成28年 3月～令和元年 11月  45月×0.80（民間会社）＝36.00

  令和 元年 12月～令和2年  3月   4月×0.25（在家庭） ＝ 1.00

  令和2年 4月～令和5年 3月 36月×1.00（職員歴） ＝36.00

                              計 73.00

・ 学歴免許等の資格による調整

  修学年数調整表に掲げる高校卒に対する大学卒の差⇒－４年

73月－48月＝25月  よって経験年数は2年1月
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（５） 60歳超職員の給料の算出例

① 給料月額の７割措置

60歳超職員の給料月額 ＝（給料表の職務の級・号俸に応じた）給料月額 × 70％
（100円未満四捨五入）

② 管理監督職勤務上限年齢制による降任等をされた職員の特例

   Ａ 基礎給料月額＝異動日（管理監督職勤務上限年齢による降任等をされた日）の前日

に受けていた給料月額×70％の額                （100円未満四捨五入）

   Ｂ 特定日給料月額＝特定日（60歳に達した日後の最初の４月１日）に受ける給料月額

（俸給表の職務の級・号俸に応じた給料月額×70％の額）      （100 円未満四捨五入）

特定日

380,700円×70％＝266,500円
なお、特定日以後も、勤務成績に応じた昇給
等による変更があり得ます。

※

380,700円
【行政職4級92号俸】

職員の俸給月額

266,500円 
【行政職4級92号俸】

▲30％

(60 歳に達した日） （４月１日） ７割水準となるのは「誕生日」ではなく、60歳に達した
日後における最初の４月１日以降となる。
※「60歳に達した日」とは、60歳の誕生日の前日をいう。 。

管理監督職勤務上限年齢調整額
管理監督職勤務上限年齢制に

より降任等された職員の給料 ＝ ＋
職員の受ける給料月額

給料表の額×70％
※100円未満四捨五入

Ｂ

Ａ 基礎給料月額 － Ｂ 特定日給料月額

部長

（8級36号俸）

【464,300円】

100％

課長補佐

（4級93号俸）

70％

課長補佐

（4級93号俸）

【381,000円】

100％

464,300円×70％

＝325,000円

381,000円×70％

＝266,700円

Ａ

Ｂ

管理監督職勤務上限年齢

による降任等に伴う降格

管理監督職

勤務上限年齢

調整額

給料月額７割措置

Ａ－Ｂ
58,300円

管理監督職 管理監督職以外の職 管理監督職以外の職

R5.9.30
異動日前日

10.1
異動日

R6.4.1
特定日

例 行政職の部長（８級 36号俸）が、令和５年10月１日に管理監督職勤務上限年齢による降任等
に伴う降格をし課長補佐（４級 93 号俸）となり特定日（令和６年４月１日）に給料月額の７割措置が
適用される場合

→ 特定日以後の給料は 266,700円 ＋ 58,300円 ＝ 325,000円
ＡＡ－ＢＢ
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③ 管理監督職勤務上限年齢制の特例任用をされている職員の給料

  管理監督職勤務上限年齢制の特例任用には、職務遂行上の事情や職務の特殊性といった特定の職員に

着目して、異動期間中に就いていた管理監督職に引き続き就かせる「勤務延長型特例任用」と、年齢別

人員構成等の事情から欠員が生じる複数の管理監督職に着目して、特定管理監督群の他の管理監督職に

転任等させる「異動可能型特例任用」がある。

  「勤務延長型特例任用」の期間中は給料月額が７割水準とならないが、「異動可能型特例任用」の期

間中は給料月額が７割水準となる。

勤務延長型特例任用における給料月額

異動可能型特例任用における給料月額

A部長

60 歳に達した日後

の最初の４月１日60 歳に達した日

A部長引き続き

行政職8級３６号俸 464,300円 行政職8級３６号俸 464,300円

勤務延長型特例任用の期間

特定日

給料月額は７割水準とはならない

A部長

60 歳に達した日後

の最初の４月１日60 歳に達した日

B部長転任

行政職8級３６号俸 464,300円 行政職8級３６号俸

464,300円の７０％

＝ ３２５,０00円

異動可能型特例任用の期間

特定日

給料月額は７割水準となる
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３ 初任給

（１） 初任給基準表

    行政職給料表初任給基準表（旧参考例初任給規則12①、13、別表6）

職 種 試     験 学歴免許等 初 任 給

一  般

正
規
の
試
験

上       級 1級25号俸

中       級 1級15号俸

初       級 1級5号俸

そ     の     他 高    校    卒 1級1号俸

  

  ※ 表中、試験欄の「正規の試験」の区分の適用を受ける者に対する学歴免許等による調整については、

     その区分に応じ、「上級」は「大学卒」の区分、「中級」は「短大卒」の区分、「初級」は「高校卒」の区

     分が同表の学歴免許等欄に掲げられているものとみなす。（旧参考例初任給規則14②）

（２） 初任給調整方法の例

  経験年数による調整

平成 31年 3月

平成 31年 3月 20日～令和4年12

月

令和  4年 11月

令和  5年 1月～令和5年3月

令和  5年   4月  1日

・ 経験年数による調整

   平成 31年3月～令和4年12月

   令和  5年1月～令和5年  3月

高校卒

民間会社（経験が直接役立つと認められる職務以外）

初級試験合格

在家庭

○○市採用 行政職1級

46月×0.80(民間会社)＝36.80

3月×0.25(在家庭)  ＝ 0.75

                          計    37.55(切り上げ)⇒38月

    38÷12＝3余り2月(切り捨て)⇒3年・・・3年×4＝12号俸

決定できる号俸 1級5号俸＋12号俸(経験分)＝1級17号俸

  学歴免許等及び経験年数による調整

平成 28年 3月

平成 30年 3月

平成 30年 4月～令和5年3月

令和  4年  9月

令和  5年  4月 1日

大学卒

大学院修士課程修了

民間会社（経験が直接役立つと認められる職務以外）

上級試験合格

○○市採用 行政職1級

・ 学歴免許等による調整

   上級採用に適用される学歴免許区分は大卒であるのに対し、最終学歴が大学院修士課程修了の

ため調整年数＋2年 ・・・2年×4＝8号俸

・ 経験年数による調整

   平成30年 3月                      1月×0.25 （在家庭） ＝ 0.25

   平成30年 4月～令和5年3月   60月×0.80（民間会社）＝48.0

計 48.25(切り上げ)⇒49月

  49÷12＝4余り1月（切り捨て）⇒4年・・・4年×4＝16号俸

決定できる号俸 1級25号俸＋8号俸（学歴分）＋16号俸（経験分）＝1級49号俸
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下位区分を適用した方が有利な例

平成 29年 3月

平成 29年 4月～令和 3年3月

令和 3年 4月

令和 4年 12月

令和 5年  3月

令和 5年  4月  1日

高校卒

民間会社（経験が直接役立つと認められる職務以外）

短大入学

中級試験合格

短大卒

○○市採用 行政職1級

① 「中級」の区分を適用した場合    初 任 給  1級15号俸

② 下位区分の「初級」を適用した場合

  ・ 経験年数による調整

    平成 29年 3月

    平成 29年 4月～令和 3年3月

    令和 3年4月～令和 5年3月

  1月×0.25（在家庭） ＝ 0.25

48月×0.80（民間会社）＝38.40

24月×1.00（短大）  ＝24.00

                          計      62.65（切り上げ）⇒63月

   5年まで    60÷12＝5

   5年を超える分 3÷18＝0（残3月切り捨て）    5年×4＝20号俸

決定できる号俸 1級5号俸＋20号俸（経験分）＝1級25号俸
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４ 昇給

１／６（１／２）計算（規則九－八37④、給実甲326第37条関係⑫）

① １／６（１／２）計算の対象とならない「勤務しなかった日」

○ 長の定める事由

    ・ 年次有給休暇

・ 公務上又は通勤による負傷若しくは疾病による病気休暇及び休職

・ 特別休暇

・ 職務に専念する義務の免除

・ 部分休業

・ 育児休業

・ 介護休暇

・ 職員の派遣

   ○ 長の定める事由以外の事由 ←１／６（１／２）計算の対象となる

・ 私傷病等による病気休暇及び休職

・ 欠勤 等

  ② １／６（１／２）計算の方法（給実甲326第37条関係⑬）

ア 職員の勤務しなかった日数計算（時間から日数への換算）

時間単位の病気休暇等を日に換算するときは、７時間 45 分をもって 1 日とし、換算の結果を合計

した後に1日未満の端数が生じたときはこれを切り捨てる。

イ １／６（１／２）計算

Ａ ｛暦日による日数－（週休日＋祝日法に基づく休日＋年末年始の休日）｝×１／６（１／２）

              ＝昇給期間の１／６（１／２）に相当する期間の日数（１日未満の端数は切り上げ）

Ｂ 規則に定める事由以外の事由により勤務しなかった日数（１日未満の端数は切り捨て）

      Ｂ≧Ａ（１／６）・・・やや良好でない区分の号俸

      Ｂ≧Ａ（１／２）・・・良好でない区分の号俸
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５ 昇格

規則九－八 別表第七（令和5年4月1日施行）

イ 行政職給料表(一)昇格時号俸対応表

昇格した日の前日

に受けていた号俸

昇格後の号俸

2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級

1 1 1 1 1 1 1 1

2 1 1 1 1 1 1 1

3 1 1 1 1 1 1 1

4 1 1 1 1 1 1 1

5 1 1 1 1 1 1 1

6 1 1 1 1 1 1 1

7 1 1 1 1 1 1 1

8 1 1 1 1 1 1 1

9 1 1 1 1 1 1 1

10 1 1 1 2 2 1 1

11 1 1 1 3 3 1 1

12 1 1 1 4 4 1 1

13 1 1 1 5 5 1 1

14 1 1 1 6 6 2 2

15 1 1 1 7 7 3 3

16 1 1 1 8 8 4 4

17 1 1 1 9 9 5 5

18 1 2 2 10 10 6 6

19 1 3 3 11 11 7 7

20 1 4 4 12 12 8 8

21 1 5 5 13 13 9 9

22 1 6 6 14 14 10 10

23 1 7 7 15 15 11 11

24 1 8 8 16 16 12 12

25 1 9 9 17 17 13 13

26 1 10 10 18 18 14 14

27 1 11 11 19 19 15 15

28 1 12 12 20 20 16 16

29 1 13 13 21 21 17 17

30 1 14 14 22 22 18 18

31 1 15 15 23 23 19 19

32 1 16 16 24 24 20 20

33 1 17 17 25 25 21 21

34 2 18 18 26 26 21 22

35 3 19 19 27 27 22 23
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36 4 20 20 28 28 22 24

37 5 21 21 29 29 23 25

38 6 22 22 30 30 23 25

39 7 23 23 31 31 24 26

40 8 24 24 32 32 24 26

41 9 25 25 33 33 25 27

42 10 26 26 34 34 25 27

43 11 27 27 35 35 26 28

44 12 28 28 36 36 26 28

45 13 29 29 37 37 27 28

46 14 30 30 38 38 27 28

47 15 31 31 39 39 28 28

48 16 32 32 40 40 28 29

49 17 33 33 41 41 29 29

50 18 34 34 42 41 29 29

51 19 35 35 43 42 29 29

52 20 36 36 44 42 29 29

53 21 37 37 45 43 30 30

54 21 37 38 46 43 30 30

55 22 38 39 47 44 30 30

56 22 38 40 48 44 30 30

57 23 39 41 49 45 31 30

58 23 39 42 50 45 31 31

59 24 40 43 51 46 31 31

60 24 40 44 52 46 31 31

61 25 41 45 53 47 31 31

62 25 42 45 54 47 31

63 26 43 45 55 48 31

64 26 44 46 56 48 31

65 27 45 46 57 49 31

66 27 45 46 58 49 31

67 28 46 47 59 50 31

68 28 46 47 60 50 31

69 29 47 47 61 50 31

70 29 47 48 62 50 31

71 29 48 48 63 50 31

72 30 48 48 64 50 31

73 30 49 49 65 50 31

74 30 49 49 66 50 31

75 31 49 49 67 50 31

76 31 49 50 68 50 31
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77 31 49 50 68 51 31

78 32 50 50 68 51 32

79 32 50 51 68 51 32

80 32 50 51 68 51 32

81 33 50 51 69 51 32

82 33 50 52 69 51 32

83 33 51 52 69 51 32

84 34 51 52 69 51 32

85 34 51 53 69 51 33

86 34 51 53 70 51

87 35 51 53 70 51

88 35 52 53 70 51

89 35 52 54 71 52

90 36 52 54 72 52

91 36 52 54 73 52

92 36 52 54 74 52

93 37 53 55 75 53

94 53 55

95 53 55

96 53 55

97 53 55

98 54 55

99 54 55

100 54 56

101 54 56

102 54 56

103 55 56

104 55 56

105 55 56

106 55 56

107 55 57

108 56 57

109 56 57

110 56 57

111 56 57

112 56 57

113 56 57

114 56

115 56

116 56

117 57
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118 57

119 57

120 57

121 57

122 57

123 57

124 57

125 57

備考

これらの表の昇格後の号俸欄中「2級」等とあるのは、その者が昇格した職務の級を示す。
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７ 特別の場合の号俸の決定等

復職時等の場合の調整例

  

（例）令和3年1月1日以降に病気休暇をした場合の例

  令和3.1.１     行政3の20・・・ 基準号俸

    令和3.7.1～令和4.7.31 引き続く病気休暇・休職（私傷病、非結核性）

  令和4.8.1      復職

   R3.1.1    7.1     R4.1.1       8.1        R5.1.1

      勤務6月    病気休暇・休職 6月   休職7月      勤務5月

         算定期間Ａ           算定期間Ｂ

                                        

                           

                        

●令和 4年8月1日（復職日）の復職時調整（算定期間Ａに係る調整）

(1) 休職等のための引き続き勤務しなかった期間以外の期間

    令和 3.1.1～3.6.30   6月・・・（ア）

(2) 調整期間（引き続き勤務しなかった期間）

    令和 3.7.1～3.12.31  病気休暇・休職（私傷病、非結核性）

    6月×換算率1／3＝2月・・・・・・・・・（イ）

(3) 合算期間 （ア）＋（イ）

    6月（ア）＋2月（イ）＝8月

(4) 調整数の算出

    標準号俸数4号俸×8月／12月＝2・2/3（調整数）

(5) 復職時調整の実施

    令和 4年1月1日における昇給では、昇給しない旨決定されたことから、復職時調整により基準号俸に

2号俸（端数切捨て）を加えた号俸までの範囲内で調整することができる。

   （基準号俸＋2号俸→行政3の22）

●令和 5年1月1日の復職時調整（算定期間Ａ及びＢに係る調整）

(1) 算定期間Ｂ中の休職等のため引き続き勤務しなかった期間以外の期間

    令和 4.8.1～4.12.31  5月・・・（ウ）

(2) 算定期間Ｂ中の調整期間（引き続き勤務しなった期間）

    令和 4.1.1～4.7.31  病気休職（私傷病、非結核性）

    7月×換算率1／3＝2月1／3・・・・・・・（エ）

(3) 算定期間Ｂの合算期間 （ウ）＋（エ）

    5月（ウ）＋2月1／3（エ）＝7月1／3

(4) 算定期間Ｂの調整数の算出

    標準号俸数4号俸×（7月1／3）／12月＝4号俸×22／36＝4号俸×11／18＝2・4／9（調整数）

(5) 調整期間Ａ及びＢに係る調整数の合算

    2・2/3（算定期間Ａの調整数）＋2・4/9（算定期間Ｂの調整数）＝4・11/9＝5・1/9

(6) 復職時調整の実施

    令和 5年1月1日における昇給では、昇給しない旨決定されたことから、復職時調整により基準号俸に

5号俸（端数切捨て）を加えた号俸までの範囲内で調整することができる。

   （基準号俸＋5号俸→行政3の25）

復職時調整

行政3の22

復職時調整

行政3の25

1/2 以上の日数を勤

務しないため通常の

昇給はしない

1/2 以上の日数を勤

務しないため通常の

昇給はしない
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９ 給与の支給

（１） 給与種目毎の日割計算及び支給の有無

次項の「給与支給関係早見表」 参照

（２） 給与計算上の端数処理一覧表

円未満四捨五入 （１） 時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び減額の場合の勤務１時間

当たりの給与額（給与法18の 2）

（２） 減額の場合の給料に係る１時間当たりの額（給実甲28第15条関係②）

百円未満切捨て 住居手当の月額（給与法11の10②）

円 未 満 切 捨 て （１） 地域手当の月額（規則九－四九15）

   （勤務１時間当たりの給与額の算出及び期末・勤勉手当の計算の基礎となる

手当の月額を含む。）

（２） 休職者の給与として支払われる給料、地域手当（規則九－一三3）

（３） 各給与種目別の確定金額（端数計算法、通知昭33.4.8）

（４） 給料の支給義務者を異にして異動した場合の旧所属における給料の支給額

（同時に給料額の異動があった場合は、新所属における給料の支給額も同じく取り

扱う。）（規則九－七3、端数計算法）

（５） 期末手当、勤勉手当の基礎額及び支給額（規則九－四〇15）

（６） 定年前再任用短時間勤務職員の給料月額（規則九－一〇七）

（７） 俸給の調整額（規則九－六1）

残 額 計 算 給料の支給義務者を異にして異動した場合で、かつ、給料の額に異動がないとき

の新所属の給料の支給額（規則九－七3）

端 数 処 理 せ ず （１） 月の中途で給料月額等の異動があった者の計算過程における給料月額等

（２） 寒冷地手当の計算過程における額

（３） 時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当の単価の計算過程における額

（注） 各給与種目別の金額は確定金額を端数処理する。

       例えば月の途中から休職（80／100支給）となった場合の扶養手当の額を算出する際に、月の初日

から休職となる日の前日までの額と、休職となった日から月の末日までの額のそれぞれに端数が生じ

た場合、それぞれの端数を切り捨てた額を合計する。
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  給与支給関係早見表（給与種目別の日割計算等）

事 由

給与種目

給与期間中に 病   休 休             職

専 従

許 可

育 児

休 業

懲   戒

減  額 根拠法令

要  件

発  生

要  件

変  更

要  件  消  滅
休  職

復  職

停  職

専従許可

育児休業

給与期間

の全日数 公務災害

通勤災害

病    気

刑事事件離  職 死  亡 その他

結 核 性

その他 停 職 減 給
公 務

傷病等

私傷病 教特法

第 14 条
左記以外

給  料 日 割 日  割 日  割 当月まで 日  割 日  割 〇 〇 100/100 100/100 80/100 80/100 60/100

以内

× × × 減   給 減  額 給与法９の２、規則九－七５

給料の調整額 日 割 日  割 日  割 当月まで 日  割 日  割 〇 〇 100/100 100/100 80/100 80/100 60/100

以内

× × × 減   給 減  額 給与法５、規則九－七５

※給料に含まれる

地域手当 日 割 日  割 日  割 当月まで 日  割 日  割 〇 〇 100/100 100/100 80/100 80/100 60/100

以内

× × × 減給しない 減  額 規則九－七７の２

扶養手当 翌月から 翌月から 当月まで 当月まで 当月まで 日  割 〇 〇 100/100 100/100 80/100 80/100 60/100

以内

× × × 減給しない 減額しない 規則九－七８

通勤手当 翌月から 翌月から 当月まで 当月まで 当月まで × × × × × × × × × × × 減給しない 減額しない 規則九－二四１９

単身赴任手当 翌月から 翌月から 当月まで 当月まで 当月まで 日  割 〇 〇 100/100 100/100 × × × × × × 減給しない 減額しない 規則九－七８

住居手当 翌月から 翌月から 当月まで 当月まで 当月まで 日  割 〇 〇 100/100 100/100 80/100 80/100 60/100

以内

× × × 減給しない 減額しない 規則九－七８

初任給調整手当 日  割 日  割 日  割 当月まで 日  割 日  割 〇 〇 100/100 100/100 × × × × × × 減給しない 減額しない 規則九－七７の２

管理職手当 日  割 日  割 日  割 当月まで 日  割 日  割 〇 × 100/100 × × × × × × × 減給しない 減額しない 規則九－七６

根
拠
法
令

給
与
法
９
の
２

給
与
法
９
の
２

給
与
法
９
の
２

規
則
九
‐
七
５

給
与
法
２
３
①

教
特
法
１
４

給
与
法
２
３
②

給
与
法
２
３
③

給
与
法
２
３
④

地
公
法
５
５
の
２
⑤

育
休
法
４
②

国
公
法
８
３
②

規
則
一
二
‐
〇
３

給
与
法
１
５
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第２ 諸手当（資料編）

１ 扶養手当

扶養手当に関する用語解説等

（１） 職員の扶養を受けている者

   ・ 職員が他の者と共同で同一人を扶養している場合（行実（人）昭36.12.2）

     職員が主たる扶養者である場合に限り、その者を扶養親族として認定できる。

     主たる扶養者であるかどうかについては、家計の実態及び社会常識等を根拠とすること。

   ・ 職員とその配偶者が共同して一の事業に従事して所得を得ている場合（行実（人）昭33.7.29）

     職員とその配偶者が共同して一の事業に従事して所得を得ている場合は、その所得の名義人が職員であ

ると配偶者であるとを問わず、現に配偶者の貢献の度合等に応じて評価される分が年間130万円以上に及

んでいると認められる場合は、その配偶者を扶養親族と認定できない。

（２） 年額130万円以上の恒常的な所得

   ・ 年額

     年額の年は暦年ではなく、いわゆる１年間を指す。（行実昭26.7.20）

事実が生じた日以降１年間における所得の見込みに基づいて行うものであり、暦年や会計年度等の特定

の期間によるものではない。（通知(人)給3-95 R2.7.20、通知(人)給3-19 R5.10.26）

   ・ 恒常的な所得

     給与所得、事業所得、不動産所得等の継続的に収入のある所得をいい、退職所得、一時所得等一時的な

収入による所得はこれに含まれない。（給実甲580給与法第11条及び規則第２条関係⑤）

   ・ 給与所得について

    ア 基本的な取扱い（通知(人)給3-19 R5.10.26）

      雇用契約書に記載された勤務条件（時給、１日当たりの勤務時間、１週間、１ヶ月当たりの勤務日数、

賞与・臨時給与及び通勤手当の有無等）により、勤務条件どおり勤務した場合に得られる向こう１年間

の所得をもとに算定する。

      雇用契約に変更があった場合には、変更時点を新たな事実発生日として向こう１年間の所得を見込み

直す必要がある。なお、扶養親族の所得の増加を確認した場合であっても、当該所得の増加が、緊急の

残業や出勤命令など、あらかじめ予測することができない一時的なものである場合には、１年間の所得

を見込み直す必要はなく引き続き扶養親族として認定して差し支えない。

    イ 毎月の収入が不安定な場合（通知(人)給3-19 R5.10.26）

      雇用契約等によりあらかじめ年間所得が把握できないような場合には、２、３ヶ月の平均の所得が予

想されるに至った時をもって扶養親族としての要件を欠くに至ったものとして取り扱う。

   ・ 事業所得について

    ア 安定的な収入が得られている場合（通知(人)給3-95 R2.7.20）

      月間所得が年額130万円の1/12以上に達し、将来とも同程度の所得が予想されるに至った時をもって

扶養親族としての要件を欠くか否かを判断する。

イ 収入が不安定である場合（通知(人)給3-95 R2.7.20）

毎月収入がある場合は２、３ヶ月の平均月間所得が年額130万円の1/12以上に達し、将来とも同程度

の所得が予想されるに至った時をもって扶養親族としての要件を欠くか否かを判断する。毎月収入があ

るとは限らない場合は、前年の年間収入や必要経費を目安として扶養親族としての要件を欠くか否かを

判断する。
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  ・ 職員の配偶者が退職し、退職手当を受けた場合（行実昭33.10.30）

     所得は、将来にわたって恒常的に収入のあるものについての規定があり、退職手当のように１回限りの

ものは含まれない。したがって、退職手当によって自活できる場合以外は、扶養親族となる。

      なお、「自活できる場合以外」とは、退職手当を資として生ずる所得が扶養親族の認定の基準としての

所得限度額である年額130万円に達しない場合という意味である。

３ 通勤手当

通勤手当に関する用語解説等

（１） 通勤が著しく困難な職員（規則九－二四5）

通勤が著しく困難な職員とは、次に該当するもので、交通機関等を利用し、又は自動車等を使用しなけ

れば通勤することが著しく困難であると任命権者が認める者をいう。

① 住居、勤務公署のいずれか一つが離島等にある職員

② 人事院規則一六－〇（職員の災害補償）別表第５に定める程度の障害のため歩行することが著しく困

難な職員

（２） 通勤実情の改善に相当程度資するとして新幹線等利用が認められる場合（規則九－二四12）

     下記を基準として判断する。

・ 新幹線鉄道等の利用により通勤時間が 30 分以上短縮されること又はその利用により得られる通勤

実情の改善がこれに相当すると長が認めるもの

・ 高速自動車国道等の有料の道路を利用する場合には、その利用による通勤の時間及び距離の短縮並

びに職員の通勤に係る交通事情等に照らしてその利用により得られる通勤実情の改善が新幹線鉄道等

を利用する場合に相当すると長が認めるもの。

（３） 長が定める額（規則九－二四19の2②Ⅱ）

     長が定める額は、下記に掲げる額の合計額をいう。（給実甲151第 19条の2関係⑥）

     ・ 普通交通機関等に係る定期券のうちその通用期間の始期が事由発生月の翌月以後であるものの価額

     ・ 普通交通機関等に係る回数乗車券等の通勤21回分の運賃等の額に残月数を乗じて得た額

     ・ 自動車等に係る額に残月数を乗じて得た額
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１　１箇月当たりの運賃等相当額が、５５,０００円以下である場合
　　　｛通勤経路：仙台市太白区→（自動車：７ｋｍ）→地下鉄富沢駅→（地下鉄）→地下鉄仙台駅→（徒歩）→ＪＲ仙台駅
　　　　　　　　　→（ＪＲ東北本線）→ＪＲ松島駅～（徒歩）→松島町役場

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

ＪＲ  　　　　　 ６箇月定期券：６０，１８０ ←（支給単位期間　６箇月）

地下鉄 　　　　　　６箇月定期券：６２，１８０ ←（支給単位期間　６箇月）

自動車等
７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

←（支給単位期間　１箇月）

手当支給額 126,560 4,200 4,200 4,200 4,200 4,200

ＪＲ 10,030 10,030 10,030 10,030 10,030 10,030

地下鉄 10,363 10,363 10,363 10,363 10,363 10,363

自動車等 4,200 4,200 4,200 4,200 4,200 4,200

合計 24,593 24,593 24,593 24,593 24,593 24,593

２　１箇月当たりの運賃等相当額が、５５,０００円超である場合

　　　｛通勤経路：盛岡市内→（自動車：７ｋｍ）→ＪＲ盛岡駅→（新幹線）→ＪＲ古川駅→（徒歩）→大崎市役所

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

自動車等
７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

手当支給額 225,000 225,000

ＪＲ通常定期券 68,680 68,680 68,680 68,680 68,680 68,680

自動車等 4,200 4,200 4,200 4,200 4,200 4,200

運賃等計 72,880 72,880 72,880 72,880 72,880 72,880

特別料金（1/2） 24,870 24,870 24,870 24,870 24,870 24,870

支給限度額
55,000

＋
20,000

55,000
＋

20,000

55,000
＋

20,000

55,000
＋

20,000

55,000
＋

20,000

55,000
＋

20,000

☆４月（７月）支給額　225,000円（55,000円×３箇月＋20,000円×３箇
月）

　　１箇月当たりの運賃等相当額と
←　自動車等の額の合計額（55,000円
　　超）

　　１箇月当たりの特別料金等１／２
←　相当額（20,000円超）

支　  　　　　給

☆４月支給額　126,560円（６箇月定期：60,180円＋62,180円＋
  自動車等：4,200円）、５月から９月までの各月支給額　4,200円

　　１箇月当たりの運賃等相当額と
←　自動車等の額の合計額（55,000円
　　以下）

新幹線
【ＦＲＥＸ】

３箇月定期券：３５５，２６０

JR通常定期券：２０６，０４０
　　特別料金：１４９，２２０

３箇月定期券：３５５，２６０

JR通常定期券：２０６，０４０
　　特別料金：１４９，２２０
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１　１箇月当たりの運賃等相当額が、５５,０００円以下である場合
　　　｛５月２５日から６月２４日まで育児休業を取得，６月２５日に職務に復帰｝

育児休業取得 事由発生月の末日 職務に復帰

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

ＪＲ  　　　　　 ６箇月定期券：６０，１８０ ←（支給単位期間　６箇月）

地下鉄 　　　　　　６箇月定期券：６２，１８０ ←（支給単位期間　６箇月）

自動車等
７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

←（支給単位期間　１箇月）

手当支給額 126,560 4,200 4,200 4,200 4,200 4,200

※２２０は手数料

２　１箇月当たりの運賃等相当額が、５５,０００円超である場合

　　　｛５月２５日から６月２４日まで育児休業を取得，６月２５日に職務に復帰｝

育児休業取得 事由発生月の末日 職務に復帰

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

自動車等
７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

７km
4,200

手当支給額 225,000 225,000

①

②＋③
＝65,420円

④

⑤

　○特別料金等分

　　④２０，０００円×残月数（１月）＝２０,０００円
いずれか低い額

＝④＜⑤
＝２０,０００円　　⑤払戻金相当額・・新幹線３箇月定期券の特別料金等に係る分（特別料

　　　　　　　　　　　金等分）を５月３１日に払い戻ししたものとして得
　　　　　　　　　　　られる額の２分の１（２２，２５０円）

｛次の支給単位期間の開始｝　

　　育児休業から６月２５日に復職した場合・・・７月１日

｛返　納　額｝

　○運賃等分

　　①５５,０００円×残月数（１月）＝５５,０００円

いずれか低い額
＝①＜②＋③

＝５５,０００円

　　②払戻金相当額・・新幹線３箇月定期券の運賃等に係る分（ＪＲ通常定
　　　　　　　　　　　期分）を５月３１日に払い戻ししたものとして得ら
　　　　　　　　　　　れる額（６１，２２０円）

　　③自動車等に係る額×残月数（１月）＝４,２００円

　　育児休業から６月２５日に復職した場合・・・７月１日

新幹線
【ＦＲＥＸ】

３箇月定期券：３５５，２６０

JR通常定期券：２０６，０４０
　　特別料金：１４９，２２０

３箇月定期券：３５５，２６０

JR通常定期券：２０６，０４０
　　特別料金：１４９，２２０

返　　　　　　納

｛返　納　額｝

　　払戻金相当額・・ＪＲ６箇月定期券＋地下鉄６箇月定期券を５月３１日
　　　　　　　　　　に払い戻ししたものとして得られる額
　　　　　６０，１８０円－１２，５４０×２－２２０＝３４，８８０円
　　　　　６２，１８０円－１１，５１０×２－２２０＝３８，９４０円
　　　　　　　３４，８８０＋３８，９４０＝７３，８２０円

｛次の支給単位期間の開始｝
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４ 単身赴任手当

単身赴任手当に関する用語解説等

（１） 配偶者と別居することとなるやむを得ない事情（規則九－八九2）

   ① 配偶者が疾病等により介護を必要とする状態にある職員若しくは配偶者の父母又は同居の親族を介護

すること。

    ② 配偶者が学校教育法第1条に規定する学校等に在学している同居の子を養育すること。

    ③ 配偶者が引き続き就業すること。

    ④ 配偶者が職員又は配偶者の所有する住宅を管理するため、引き続き当該住宅に居住すること。

    ⑤ 配偶者が職員と同居できないと認められるア～エに類する事情。

（２） 通勤距離等を考慮し定める基準（規則九－八九3）

     通勤距離が60㎞以上又は通勤距離が60㎞未満の場合で、通勤方法、通勤時間、交通機関等の状況等か

ら通勤距離が60㎞以上である場合に相当する程度に通勤が困難であること。

（３） 単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員（規則九－八九5）

    ①・ 異動等に伴い住居を移転

・ やむを得ない事情で同居していた配偶者と別居

・ 職務の遂行上住居を移転せざるを得ない

・ 単身で生活することを常況

    ②・ 異動等に伴い住居を移転

     ・ やむを得ない事情で同居していた満18歳以下の子と別居（配偶者がない職員に限る）

     ・ 通勤することが困難

     ・ 単身で生活することを常況

    ③・ 異動等に伴い住居を移転

・ 長の定める特別の事情で異動等から３年以内に同居していた配偶者（配偶者がない場合は満18歳

以下の子。以下「配偶者等」。）と別居

・ 配偶者等の住居から通勤することが困難

     ・ 単身で生活することを常況

    ④・ 異動等に伴い住居を移転

     ・ やむを得ない事情で同居していた配偶者等と別居

     ・ 通勤することが困難

     ・ 満15歳以下の子のみと同居することを常況

    ⑤・ 異動等に伴い住居を移転

・ 長の定める特別の事情で異動等から3年以内に同居していた配偶者等と別居

・ 配偶者等の住居から通勤することが困難

     ・ 満15歳以下の子のみと同居することを常況

    ⑥・ 人事交流等による採用に伴い転居

     ・ ①～⑤のいずれかに該当

    ⑦  その他、権衡上必要と認められる職員
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６ 期末手当 ７ 勤勉手当

期末・勤勉手当の支給の有無と除算期間

（１） 支給の有無と除算期間

   ・ 育児休業

期  末  手  当 勤  勉  手  当

基準日当

日に育児

休業中の

場合の支

給の有無

基準日に係る期間に「勤務した期間」又は「勤

務した期間に相当する期間」があれば支給さ

れる。

※ 勤務した期間に相当する期間

・ 勤務しないことにつき特に承認のあっ

た期間（育児休業、懲戒停職、休職、非

常勤の期間、在籍専従を除く。）

・ 公益法人等派遣条例に基づく退職派遣

者の期間（上記（）内に相当する期間を

除く。）（規則一九－〇15、県規則八－七

4②）

基準日に係る期間に「勤務した期間」又は「勤

務した期間に相当する期間」があれば支給さ

れる。

※ 勤務した期間に相当する期間

・ 公益法人等派遣条例に基づく派遣職員

者の期間又は退職派遣者として在職し

た期間のうち勤務した期間（県規則八－

七5②）

除算期間 育児休業の承認を受けた期間の1/2

      （規則九－四〇5②Ⅱ）

※ 子の出生日から 57 日間以内の育児休業

期間（期間が二以上あるときは、合算した

期間）が１か月以下、又はそれ以外の育児

休業期間（期間が二以上あるときは、合算

した期間）が１ヶ月以下の職員を除く。

育児休業の承認を受けた全期間

         （規則九－四〇11②Ⅱ）

※ 子の出生日から 57 日間以内の育児休業

期間（期間が二以上あるときは、合算した

期間）が１か月以下、又はそれ以外の育児

休業期間（期間が二以上あるときは、合算

した期間）が１ヶ月以下の職員を除く。

   ・ 部分休業

期  末  手  当 勤  勉  手  当

基準日当

日に部分

休業中の

場合の支

給の有無

支給される 支給される

除算期間 除算されない 部分休業により１日の勤務時間の一部を勤

務しなかった日が 30 日を越える場合は、勤

務しなかった期間（規則九－四〇11②Ⅻ）

   ・ 介護休暇

期  末  手  当 勤  勉  手  当

基準日当

日に介護

休暇中の

場合の支

給の有無

支給される 支給される

除算期間 除算されない 勤務しなかった期間が週休日及び休日を除

いて 30 日を超える場合は、介護休暇の承認

を受けた全期間 （規則九－四〇11②Ⅹ）
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・ 病気休暇（公務上の傷病による病気休暇を除く。）

期  末  手  当 勤  勉  手  当

基準日当

日に病気

休暇中の

場合の支

給の有無

支給される 支給される

除算期間 除算されない 勤務しなかった期間が週休日及び休日を除

いて 30 日を超える場合は、病気休暇の承認

を受けた全期間 （規則九－四〇11②Ⅸ）

   ・ 休職（公務上の傷病による休職を除く。）

期  末  手  当 勤  勉  手  当

基準日当

日に休職

中の場合

の支給の

有 無

有給の期間は一定の割合が支給される

          （規則九－四〇1Ⅰ）

・ 結核休職

   → 休職期間満2年まで80/100

           （給与法23②）

・ 結核性以外の私傷病による休職

   → 休職期間満1年まで80/100

           （給与法23③）

・ 刑事事件による休職

   → 支給されない（規則九－四〇1Ⅱ）

支給されない（規則九－四〇7Ⅰ）

除算期間 休職の期間の1/2（規則九－四〇5②Ⅴ） 休職の全期間（規則九－四〇11②Ⅴ）

    ※ 公務上の傷病による休職の場合は、期末手当・勤勉手当ともに全額支給される（給与法23①、規則九

－四〇1Ⅰ、7Ⅰ）。

ただし、基準日前６ヶ月以内の全期間にわたって勤務しなかった場合は、勤勉手当は支給されない（勤

務しなかった日の中に、年次有給休暇、特別休暇、公務上の傷病による休暇が含まれている場合であっ

ても、６ヶ月全期間勤務しなかった場合には全期間除算することとなる。）（規則九－四〇11②ⅩⅢ）。

（２） 除算期間の計算方法（給実甲220㉞）

   ア １月単位で算出できる期間は、民法第143条の例（応当日計算）による。

   イ １月に満たない期間が２以上ある場合は合算する。日を月に換算する場合は30日で１月、時間を日に換    

算する場合は７時間45分で１日とする。

   ウ 下記の場合は週休日、休日、年末年始の休日を除く。

    ・１月に満たない期間の病気休暇期間及び介護休暇期間を算出する場合

    ・私傷病により勤務しなかった期間（休職期間を除く。）、介護休暇により勤務しなかった期間が30日を超

えるか否かを算出する場合

   ※ 週休日、休日、年末年始の休日を除くのはウに規定している場合のみであり、育児休業、休職等の期間

で1月に満たない期間を計算する場合には、週休日、休日等は除かない。

（３） 1/2除算するときの計算方法

   ア １月単位の期間は月のまま計算する。

   イ １月に満たない期間の日を月に換算する場合は、30日で１月とする。

   （例１）６／２から10／23までの休職期間の除算期間

       ６／２～10／１…４月（応当日計算）

       10／２～10／23…22日（「休職期間」なので週休日、休日は除かない。）

       ４月22日の1/2の期間＝２月11日を除算する。

       ※ このときに、４月22日＝120日＋22日＝142日として計算するのではなく、４月は４月のまま

計算する。
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   （例２）９／１から12／１までの休職期間の除算期間

       ９／１～11／30…３月（応当日計算）

       12／１…１日

       ３月１日の1/2の期間＝（１と1/2）月1/2日を除算する。

       １月に満たない期間は30日を１月として月に換算するので、1/2月＝15日

       よって、（１と1/2）月1/2日＝１月（15と 1/2）日を除算する（1/2日はそのままで除算期間とす

る。）

（４） 具体例（令和４年12月１日基準日の例）

  （例１） 育児休業（R４.６.２～８.31）

期 末 手 当 勤 勉 手 当

支 給 の

有 無

６／２～12／１の間に「勤務した期間」があ

るので支給される。

期末手当に同じ

除算期 間 育児休業により勤務しなかった期間の1/2

６／２～８／１…２月（応当日計算）

８／２～８／31…30 日（週休日等除かな

い。）

２月30日の1/2

↓

「１月15日」を除算

育児休業により勤務しなかった全期間

６／２～８／１…２月（応当日計算）

８／２～８／31…30 日（週休日等除かな

い。）

２月30日

↓ 30 日を１月として月に換算

「３月」を除算

（例２） 産前産後休暇（R４.６.２～７.31）に引き続き育児休業（R４.８.１～12.１）

期 末 手 当 勤 勉 手 当

支 給 の

有 無

６／２～７／31 の産前産後休暇は「勤務し

た期間に相当する期間」なので支給される。

実際に勤務した期間がないので支給されな

い。

除算期間 育児休業により勤務しなかった期間の1/2

８／１～11／30…４月（応当日計算）

12／１…１日

４月１日の1/2

   ↓

「２月1/2日」を除算

  （例３） 育児休業（R４.６.２～12.１）

期 末 手 当 勤 勉 手 当

支 給 の

有 無

「勤務した期間」も「勤務した期間に相当す

る期間」もないので支給されない。

実際に勤務した期間がないので支給されな

い。
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  （例４） 介護休暇（R４.7.1～10.6）

期 末 手 当 勤 勉 手 当

支 給 の

有 無

支給される。 支給される。

除算期間 除算されない。 介護休暇により勤務しなかった期間が 30 日

を超える場合は全期間

７／１～10／６（98日）

うち週休日28日、休日４日

↓30 日を超えるか否か週休日等を除き計算

98－32日＝66日

  30日を超えているので全期間除算

７／１～９／30…３月（応当日計算）

10／１～10／６…６日から週休日２

日を除いて４日

よって、「３月４日」を除算

  （例５） 病気休暇（R４.９.２～９.29及びR４.11.４～11.25）

期 末 手 当 勤 勉 手 当

支 給 の

有 無

支給される。 支給される。

除算期間 除算されない。 病気休暇により勤務しなかった期間が 30 日

を超える場合は全期間

９／２～９／29 （28日）

  うち週休日８日、休日２日

11／４～11／25 （22日）

  うち週休日６日、休日１日

   ↓ 30 日を超えるか否か週休日等を除き計算

（28－10）＋（22－７）＝33日

  30日を超えているので全期間除算

１月に満たない期間が２以上あるので合算

し30日をもって１月とする。

よって、「１月３日」を除算

  （例６） 私傷病による休職（R４.９.４～９.29及びR４.11.９～11.24）

期 末 手 当 勤 勉 手 当

支 給 の

有 無

基準日に休職していないので支給される。 基準日に休職していないので支給される。

除算期間 休職により勤務しなかった期間の1/2

９／４～９／29…26 日（週休日等除かな

い。）

11／９～11／24…16日（同上）

   ↓ 1 月に満たない期間を合算し 30 日を 1月

42日＝１月12日

１月12日の1/2を除算

   ↓

1/2月（６）日

  ＝「21日」を除算することとなる。

休職により勤務しなかった全期間

※ 休職の場合、勤務しなかった日が 30  

日を超えるか否かは関係なく除算

９／４～９／29…26 日（週休日等除かな

い。）

11／９～11／24…16日（同上）

   ↓ 1 月に満たない期間を合算し 30日を 1月

42日＝「１月12日」を除算
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  （例７） 私傷病による休職（R４.10.16～12.1）

期 末 手 当 勤 勉 手 当

支 給 の

有 無

基準日に私傷病により有給休職している場

合は、支給される。

基準日に休職しているので支給されない。

除算期間 休職により勤務しなかった期間の1/2

10／16～11／15…１月（応当日計算）

11／16～12／１…16 日（休職の場合、週

休日等を除かな

い。）

１月16日の1/2を除算

   ↓

1/2月 8日＝「23日」を除算
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９ 寒冷地手当

  宮城県内における地域の区分（寒冷地手当法 別表）

地 域 の 区 分 地          域

４ 級 地 登米市

栗原市

大崎市

刈田郡のうち七ヶ宿町

柴田郡のうち川崎町

加美郡のうち加美町

遠田郡

備考 この表に掲げる名称は、平成26年４月１日における名称とし、同表に定める地域は、それら

  の名称を有するものの同日における区域を用いて示された地域とし、その後におけるそれらの

名称の変更又はそれらの名称を有するものの区域の変更によって影響されないものとする。
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１０ 時間外勤務手当

（１） 時間外勤務手当支給割合 （給与法16、規則九－九七2）

① 正規の勤務時間が割り振られた日（正規の勤務時間中勤務した職員に休日勤務手当が支給されることとなる日を除く）における勤務・・125/100

② 上記以外の勤務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・135/100

③ 午後10時から翌日５時まで・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・上記（①）、（②）に25／100加算

  ④ １か月の時間外勤務が60時間を超えた場合は、その超えた時間の時間外勤務（１か月の起算日から時間外勤務を累計し

て60時間に達した時点より後に行われた時間外勤務）に対し、５割増の割増賃金を支給（支給割合は以下の表参照）

  

○ 勤務が月曜日から金曜日まで、１日につき７時間45分（８時30分から17時 15分）割り振られている職員について

・ 月曜日から金曜日まで

150/100

(125/100+25/100(割増)

    =150/100)

150/100
125/100 正規の勤務時間 125/100

0:00 5:00 8:30 17:15 22:00 24:00

・ 週休日（土曜日、日曜日）に勤務させ、週休日の振替を行わない場合

160/100

(135/100+25/100(割増)

    =160/100)

160/100
135/100

0:00 5:00 8:30 17:15 22:00 24:00

・ 週休日（土曜日、日曜日）に勤務させ、週休日の振替を行った場合

   ※ 週休日の振替によって勤務することとなる日は正規の勤務時間が割り振られた日となる

150/100

(125/100+25/100(割増)

    =150/100)

150/100
125/100 週休日の振替により７時間45分勤務 125/100

0:00 5:00 8:30 17:15 22:00 24:00

・ 週休日（土曜日、日曜日）に勤務させ、半日勤務時間の割振り変更（４時間）を行った場合

   ※ 勤務時間の割振り変更（４時間）によって勤務させることとなる日は正規の勤務時間が割り振られた日となる

150/100

(125/100+25/100(割増)

    =150/100)

150/100
125/100

勤務時間の割振り変更

により４時間勤務
125/100

0:00 5:00 8:30 12:30 17:15 22:00 24:00

・ 休日（祝日、年末年始）に勤務させ、代休日を指定しない場合

時間外勤務手当

160/100

(135/100+25/100(割増)

    =160/100)

時間外勤務手当

160/100時間外勤務手当

135/100

正規の勤務時間が割り振られた時間

休日勤務手当  135/100

時間外勤務手当

135/100

0:00 5:00 8:30 17:15 22:00 24:00
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・ 休日（祝日、年末年始）に勤務させ、代休日を指定した場合

時間外勤務手当

150/100

(125/100+25/100(割増)

    =150/100)

時間外勤務手当

150/100
時間外勤務手当

125/100

正規の勤務時間が割り振られた時間

代休日の指定により勤務

時間外勤務手当

125/100

0:00 5:00 8:30 17:15 22:00 24:00

・ 金曜日の正規の勤務時間の勤務終了後、翌日（土曜日）の午前８時まで時間外勤務をした場合

160/100

(135/100+25/100(割増)=160/100)

150/100

(125/100+25/100(

割増)=150/100)

正規の勤務時間

8:30～17:15
125/100 135/100

金曜日17:15 22:00 土曜日0:00 5:00 8:00

（正規の勤務時間が割り振られた日） （週休日）

○ １か月の時間外勤務が60時間を超えた場合の支給割合（60時間を超えない場合の部分も含む）

平日 平日深夜 週休日 週休日深夜

60時間まで 125/100 150/100 135/100 160/100

60時間超 150/100 175/100 150/100 175/100

（２） １週間の正規の勤務時間を超える勤務時間に係る時間外勤務手当

    週休日の振替により新たに勤務を命ぜられた日の属する週の勤務時間が正規の勤務時間（38 時間 45 分）

を超えることとなる場合は、当該超えることとなる時間について、時間外勤務手当（25/100の割合）を支給

する。                                      （労基法37）

・ 時間外勤務手当を支給する必要のある例

                       振替

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

          31ｈ/週                    46ｈ30ｍ/週

                     時間外勤務手当（25/100の割合）を７時間45分分（※）支給

                       ※ 46時間30分－38時間45分＝7時間45分

・ 例外的に時間外勤務手当を支給する必要のない例

  （例１）                    振替

             祝日

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

              ↑勤務し、休日勤務手当支給

            46ｈ30ｍ/週                  31ｈ/週

    水曜日の正規の勤務時間における勤務については、休日勤務手当（1時間あたりの給与額の135％）が支給

   される。

    週の勤務時間（46時間30分）が正規の勤務時間を超えるが、休日勤務手当が支給される7時間45分に相
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当する時間については時間外勤務手当を支給する必要がないので、週休日の振替前の正規の勤務時間を超え

て勤務した7時間45分については時間外勤務手当を支給する必要がない。

  （例２）                                              半日振替

            １日振替               

             祝日

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

↑勤務し、休日勤務手当支給

            50ｈ30ｍ/週                  27ｈ/週

                   時間外勤務手当（25/100の割合）を4時間分（※）支給

                   ※ 50時間30分－7時間45分－38時間45分＝4時間

    水曜日の正規の勤務時間における勤務については、休日勤務手当（1時間あたりの給与額の135％）が支給

   される。

    週の勤務時間（50 時間 30 分）が正規の勤務時間を超えるが、週休日の振替前の正規の勤務時間を超えて

勤務した11時間45分のうち、休日勤務手当が支給される7時間45分に相当する時間については時間外勤務

手当を支給する必要がない（休日勤務手当が支給されない4時間（11時間45分－7時間45分）については

時間外勤務手当を支給する必要あり）。
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１１ 休日勤務手当

（１） 休日勤務手当の支給対象日 （給与法17、規則九－四三1）

  ・ 令和２年２月24日（月曜日・振替休日）の正規の勤務時間に勤務を命ぜられ勤務した場合の休日勤務手当

祝日

２月23日（日）

週休日

振替休日

２月24日（月）

休日

２月25日（火）

勤務日

勤務の要・不要 不要 要 要

休日勤務手当の

支 給 対 象 日

× ○ ×

    ※ 国民の祝日に関する法律（祝日法）第３条第２項の規定により、24 日が祝日の振替休日となり、23

日は週休日の取扱いとなる。

      このことから、24日の正規の勤務時間に勤務した全時間が、休日勤務手当の支給対象となる。

      なお、23日に勤務した場合の全時間については、時間外勤務手当の支給対象となる。

  ・ 交替制勤務者等、毎日曜日を週休日と定められている職員以外の職員の週休日が休日と重なった場合の   

休日勤務手当

祝日

11月 23日（日）

勤務日

振替休日

11月 24日（月）

週休日

11月 25日（火）

勤務日

勤務の要・不要 要 不要 要

休日勤務手当の

支 給 対 象 日

× ×

※

○

    ※ 24日は、祝日法による休日と週休日が重なった状態であり、週休日の取扱いをすることとなる。

      この場合、当該休日の直後の勤務日（25日）が、休日勤務手当の支給対象となる（給与法17、規則九

－四三1）。

なお、24日に勤務した場合、勤務した全時間については、時間外勤務手当の支給対象となる。

  ・ 交替制勤務者等、毎日曜日を週休日と定められている職員以外の職員が令和２年１月１日及び３日を週休

日とされた場合の休日勤務手当

元旦

１月１日（水）

週休日

年始

１月２日（木）

勤務日

年始

１月３日（金）

週休日

１月４日（土）

勤務日

１月５日（日）

勤務日

勤務の要・不要 不要 要 不要 要 要

休日勤務手当の

支 給 対 象 日

×

※

○ × ○ ×

    ※ １日（祝日法による休日）の直後の勤務日（２日）が年末年始の休日にあたっているので、その休日

の直後の正規の勤務日（４日）が休日勤務手当の支給対象となる。

      ３日については、年末年始の休日と週休日が重なった状態であるが、祝日法による休日ではないので、

直後の正規の勤務日は休日勤務手当の支給対象とはならない。

      なお、1日に勤務した場合、勤務した全時間については、時間外勤務手当の支給対象となる。
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（２） 「週休日と休日が重複している日」における勤務に伴う「週休日の振替」、「休日の代休日」と「時間外勤

務手当」、「休日勤務手当」の支給割合

勤務時間が月曜日から金曜日まで、１日につき７時間45分（８：30～17：15）割り振られている職員について令

和６年のゴールデンウィークの例

月日

時間

５.３（金）
憲法記念日
（休日）

５.４（土）
みどりの日

(週休日、

休日重複)

５.５（日）
こどもの日
（週休日）

５.６
（月）
振替
休日

（休日）

0:00

5:00

8:30

17:15

22:00

24:00

代休日を指定
する場合

代休日を指定
しない場合

※
休
日
で
あ
る
が
、
勤
務
時
間
が
割
り
振
ら
れ
て
い
な
い
日
な
の
で
、

週
休
日
と
し
て
扱
う
。

振替を行う場合
(8:30～17:15に

正規の勤務時間を

割り振った例)

振替を行わない
場合

５
／
３
（
金
）
と
同
じ

時間外勤務
時間外勤務手当：

150/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

160/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

150/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

160/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

125/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

135/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

125/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

135/100

正規の勤務時間
休日の代休日指定

により勤務

正規の勤務時間
休日勤務手当：

135/100

正規の勤務時間

時間外勤務
時間外勤務手当：

125/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

135/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

125/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

150/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

160/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

150/100

時間外勤務
時間外勤務手当：

160/100

振替の
有無

時間

週休日の振替を行う場合
（8:30～17:15に正規の勤務時間を割り振った例）

※ 週休日の振替により、正規の勤務時間が割り振られることから、

５／３（金）と同様の扱いとなる。

週休日の振替を行わない場合

0:00

5:00

8:30

17:15

22:00

24:00

代休日を指定する場合 代休日を指定しない場合

時間外勤務
時間外勤務手当：150/100

時間外勤務
時間外勤務手当：160/100

時間外勤務
時間外勤務手当：160/100

時間外勤務
時間外勤務手当：125/100

時間外勤務
時間外勤務手当：135/100

時間外勤務
時間外勤務手当：135/100正規の勤務時間

休日の代休日指定により勤務

正規の勤務時間
休日勤務手当：135/100

時間外勤務
時間外勤務手当：125/100

時間外勤務
時間外勤務手当：135/100

時間外勤務
時間外勤務手当：150/100

時間外勤務
時間外勤務手当：160/100

時間外勤務
時間外勤務手当：160/100
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１６ 初任給調整手当

国家公務員の場合の初任給調整手当

・ 規則九－三四（初任給調整手当） 別表（第６条関係）

職員の区分

期間の区分 1種 2種 3種 4種 5種
円 円 円 円 円 円 円

415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 51,100 100,000

1年以上2年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 51,100 100,000

2年以上3年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 51,100 100,000

3年以上4年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 51,100 100,000

4年以上5年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 51,100 100,000

5年以上6年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 51,100 90,000

6年以上7年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 49,300 80,000

7年以上8年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 47,500 60,000

8年以上9年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 45,700 40,000

9年以上10年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 43,900 20,000

10年以上11年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 42,100

11年以上12年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 40,300

12年以上13年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 38,500

13年以上14年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 36,700

14年以上15年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 35,300

15年以上16年未満 415,600 369,500 309,200 251,700 185,000 33,900

16年以上17年未満 411,200 365,500 305,900 249,100 183,400 32,500

17年以上18年未満 406,800 361,500 302,600 246,500 181,800 31,100

18年以上19年未満 402,400 357,500 299,300 243,900 180,200 29,700

19年以上20年未満 398,000 353,500 296,000 241,300 178,600 28,300

20年以上21年未満 393,600 349,500 292,700 238,700 177,000 26,900

21年以上22年未満 375,700 333,800 279,700 227,300 168,500 26,300

22年以上23年未満 355,900 316,600 265,700 215,400 158,700 25,700

23年以上24年未満 336,600 299,900 252,200 203,400 149,600 24,700

24年以上25年未満 317,200 283,000 238,300 191,600 139,900 24,100

25年以上26年未満 297,700 266,100 224,600 179,800 130,700 23,500

26年以上27年未満 275,000 245,300 207,000 165,400 119,700 22,900

27年以上28年未満 252,800 224,900 189,900 151,100 109,300 22,300

28年以上29年未満 230,400 204,500 172,600 136,800 99,000 21,500

29年以上30年未満 207,600 183,700 155,000 122,500 88,000 21,200

30年以上31年未満 182,800 161,800 137,000 107,500 77,400 20,800

31年以上32年未満 157,900 139,900 118,700 92,700 66,300 20,200

32年以上33年未満 133,300 118,200 100,800 77,500 55,900 19,300

33年以上34年未満 97,500 88,200 76,200 59,500 42,700 18,400

34年以上35年未満 62,200 58,400 51,900 41,100 29,500 17,700

1　 　項 　　職 　　員
2項職員 3項職員

1年未満

    ※ 備考

      １ この表において期間の区分に掲げる年数は、採用の日又は人事院規則9-34第４条各号の職員と

       なった日以後の期間を示す。
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２ 「１項職員」＝ 医療職俸給表（一）の適用を受ける職員の官職で次の１種～５種に掲げるもの

       １種：離島その他へき地及び沖縄県に所在する官署に置かれる官職で採用による欠員の補充が著し

く困難であると人事院が認めるもの

       ２種：人口が少ない市及び町村に所在する官署に置かれる官職で採用による欠員の補充が相当困

難であると人事院が認めるもの

       ３種：１種及び２種に掲げる官職以外の官職で給与法第１１条の３第１項の人事院規則で定める地

域以外の地域に所在する官署（同項の人事院規則で定める官署を除く。）又は地域手当の級地が

５級地、６級地若しくは７級地とされる地域に所在する官署等

       ４種：給与法第11条の３の規定による地域手当の級地が４級地とされる地域に所在する官署（当該

級地が１級地、２級地又は３級地とされる官署を除く。）又は当該級地が４級地とされる官署に

置かれる官職

       ５種：給与法第11条の３の規定による地域手当の級地が１級地、２級地若しくは３級地とされる地

域に所在する官署又は当該級地が１級地、２級地若しくは３級地とされる官署に置かれる官職

      ３ 「２項職員」＝ 行政職俸給表（一）、専門行政職俸給表、教育職俸給表（一）、教育職俸給表（二）

及び研究職俸給表の適用を受ける職員の官職で医学又は歯学に関する専門的知識

を必要とすると人事院が認めるもの。ただし、給与法第 10 条の２第１項の規定に

基づき人事院規則9-17（俸給の特別調整額）で指定する官職で同規則の規定による

俸給の特別調整額に係る区分が１種のものを除く。

      ４ 「３項職員」＝ 研究職俸給表の職務の級３級以上の職員の官職のうち科学技術（人文科学のみ

に係るものを除く。）に関する高度な専門的知識を必要とする官職（前項に規定す

る官職を除く。）で、顕著な業績等を有する者をもって充てる必要があり、かつ、

採用による欠員の補充が著しく困難であると人事院が認めるもの。
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第３ 退職手当（資料編）
退職手当の基本額支給率一覧（宮城県市町村職員退職手当組合退職手当基本額支給率表：一般職）

退

職

事

由

勤

続

年

数

自己都合退職 定年退職・勧奨退職

H25.4.1～
H26.3.31
に退職し
た場合

調 整 率
98/100

H26.4.1～
H27.3.31
に退職し
た場合

調 整 率
92/100

H27.4.1～
H30.3.31
に退職し
た場合

調 整 率
87/100

H30.4.1以
降に退職
した場合

調 整 率
83.7/100

H25.4.1 ～
H26.3.31
に退職し
た場合

調 整 率
98/100

H26.4.1 ～
H27.3.31
に退職し
た場合

調 整 率
92/100

H27.4.1 ～
H30.3.31
に退職し
た場合

調 整 率
87/100

H30.4.1 以
降に退職
した場合

調 整 率
83.7/100

1 0.588 0.552 0.552 0.5022 0.98 0.92 0.87 0.837

2 1.176 1.104 1.044 1.0044 1.96 1.84 1.74 1.674

3 1.764 1.656 1.566 1.5066 2.94 2.76 2.61 2.511
4 2.352 2.208 2.088 2.0088 3.92 3.68 3.48 3.348

5 2.94 2.76 2.61 2.511 4.9 4.6 4.35 4.185

6 3.528 3.312 3.132 3.0132 5.88 5.52 5.22 5.022

7 4.116 3.864 3.654 3.5154 6.86 6.44 6.09 5.859

8 4.704 4.416 4.176 4.0176 7.84 7.36 6.96 6.696
9 5.292 4.968 4.698 4.5198 8.82 8.28 7.83 7.533

10 5.88 5.52 5.22 5.022 9.8 9.2 8.7 8.37

11    8.7024    8.1696 7.7256 7.43256 13.5975 12.765 12.07125 11.613375

12    9.5648    8.9792 8.4912 8.16912 14.945 14.03 13.2675 12.76425

13   10.4272    9.7888 9.2568 8.90568 16.2925 15.295 14.46375 13.915125

14   11.2896   10.5984 10.0224 9.64224 17.64 16.56 15.66 15.066

15 12.152 11.408 10.788 10.3788 18.9875 17.825 16.85625 16.216875
16 15.0822 14.1588 13.3893 12.88143 20.9475 19.665 18.59625 17.890875

17 16.4934 15.4836 14.6421 14.08671 22.9075 21.505 20.33625 19.564875

18 17.9046 16.8084 15.8949 15.29199 24.8675 23.345 22.07625 21.238875

19 19.3158 18.1332 17.1477 16.49727 26.8275 25.185 23.81625 22.912875

20 23.03 21.62 20.445 19.6695 28.7875 27.025 25.55625 24.586875
21 24.99 23.46 22.185 21.3435 30.7475 28.865 27.29625 26.260875

22 26.95 25.3 23.925 23.0175 32.7075 30.705 29.03625 27.934875

23 28.91 27.14 25.665 24.6915 34.6675 32.545 30.77625 29.608875

24 30.87 28.98 27.405 26.3655 36.6275 34.385 32.51625 31.282875

25 32.83 30.82 29.145 28.0395 38.955 36.57 34.5825 33.27075

26 34.398 32.292 30.537 29.3787 40.719 38.226 36.1485 34.77735

27 35.966 33.764 31.929 30.7179 42.483 39.882 37.7145 36.28395
28 37.534 35.236 33.321 32.0571 44.247 41.538 39.2805 37.79055

29 39.102 36.708 34.713 33.3963 46.011 43.194 40.8465 39.29715

30 40.67 38.18 36.105 34.7355 47.775 44.85 42.4125 40.80375

31 41.846 39.284 37.149 35.7399 49.539 46.506 43.9785 42.31035

32 43.022 40.388 38.193 36.7443 51.303 48.162 45.5445 43.81695
33 44.198 41.492 39.237 37.7487 53.067 49.818 47.1105 45.32355

34 45.374 42.596 40.281 38.7531 54.831 51.474 48.6765 46.83015

35 46.55 43.7 41.325 39.7575 55.86 52.44 49.59 47.709

36 47.726 44.804 42.369 40.7619 55.86 52.44 49.59 47.709

37 48.902 45.908 43.413 41.7663 55.86 52.44 49.59 47.709

38 50.078 47.012 44.457 42.7707 55.86 52.44 49.59 47.709

39 51.254 48.116 45.501 43.7751 55.86 52.44 49.59 47.709

40 52.43 49.22 46.545 44.7795 55.86 52.44 49.59 47.709

41 53.606 50.324 47.589 45.7839 55.86 52.44 49.59 47.709

42 54.782 51.428 48.633 46.7883 55.86 52.44 49.59 47.709

43 55.86 52.44 49.59 47.709 55.86 52.44 49.59 47.709

44 55.86 52.44 49.59 47.709 55.86 52.44 49.59 47.709

45 55.86 52.44 49.59 47.709 55.86 52.44 49.59 47.709
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Ⅳ 旅費（資料編）

１ 内国旅行と外国旅行

・ 内国旅行（旅費法2①Ⅳ）

本邦（本州、北海道、四国、九州及び規則等（国の場合は財務省令）で定めるその附属の島の存する領域

をいう。以下同じ。）における旅行をいう。

   ※ 附属の島：本州、北海道、四国及び九州に附属する島（旅費支給規程1）

・ 外国旅行（旅費法2①Ⅴ）

  本邦と外国（本邦以外の領域（公海を含む。））との間における旅行及び外国における旅行をいう。

２ 旅行命令票又は旅行依頼票の附記事項

・ 特命事項、調整事項については、旅行命令票又は旅行依頼票に明記する必要がある。

  （特命事項、調整事項の例）

①発地着地特命 ②航空機利用特命 ③宿泊特命 ④公用車使用 ⑤一部公用車使用 ⑥公用船使用

⑦自家用自動車使用 ⑧自家用自動車便乗 ⑨旅費別途支給 ⑩公設宿泊施設利用（無料）

⑪日当重複 ⑫減額調整 ⑬増額調整 ⑭その他

・ 研修等にかかる旅行については、次の項目を明記する必要がある。

①研修等の期間 ②公設宿泊施設利用 ③一般宿泊施設利用
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Ⅴ 特別の規定に基づく任用

第１ 臨時職員・会計年度任用職員（資料編）

解雇予告の適用除外となる労働者の責めに帰すべき事由

  故意、過失、又はこれと同視される事柄をいい、労働者の地位職責、勤務状況、勤務年限等を考慮の上、「労働

基準法第 20 条（解雇の予告）の保護を与える必要のない程度に重大又は悪質なものであり、30 日前に解雇の予

告をすることが当該事由と比較して均衡を失するもの」であるか否かによる。（S23.11.11基発第1637号、S31.3.1

基発第1111号）

  なお、労働基準監督署長が労働者の責に帰すべき事由として認定すべき事案の一例としては次のとおり。

  ・ 盗み、横領、傷害などの犯罪行為があった場合（社外で行われた場合であっても認定の対象となりうる。）

  ・ 賭博を行ったり、事業場内の風紀を乱し、他の労働者に悪影響を及ぼす場合（社外で行われた場合であっ

ても認定の対象となりうる。）

  ・ 雇入れの際に採用条件の要素となるような経歴を偽った場合及び雇入れの際に不採用の原因となるような

経歴を隠した場合

  ・ 他の事業場に転職した場合

  ・ ２週間以上無断欠勤している場合

  ・ 欠勤が多く、何度注意しても改めない場合
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第２ 定年前再任用短時間勤務制（資料編）

１ 給与

  （１）給料月額（各級毎に単一の額を基礎として算定）

定年前再任用短時間勤務職員の給料月額 ＝

     給料表に定める給料月額 ×

（１円未満の端数切捨て）

行政職給料表（参考：給与法 行政職俸給表(一)）

技能労務職給料表（参考：給与法 行政職俸給表(二))

  （２）諸手当

定年前再任用短時間勤務職員制度は、定年引上げ前の再任用職員と同様に、職員が一度退職し、退職

手当を支給された上で、短時間勤務の職として再任用されるものであることから、以下のとおりとされ

ている。

・長期継続雇用を前提にライフステージに応じた生計費の増加等に対処する目的で支給される生活関連

手当や主として人材確保を目的とする手当（扶養手当・住居手当・寒冷地手当など）は支給しないこ

と

・管理職手当、通勤手当、期末・勤勉手当及び単身赴任手当の取扱いは、定年引上げ前の再任用職員と

同様の取扱いとすること

・給料の調整額及び管理職員特別勤務手当については、60歳超職員の手当額等の水準が７割となること

を踏まえ、定年前再任用短時間勤務職員の基準給料月額を基礎として手当額等を新たに設定した上で、

短時間勤務職員の給料の調整額に関しては勤務時間に応じた額を支給すること

２ 勤務時間・休暇

  （１）定年前再任用短時間勤務職員の週休日・勤務時間の割振り

     ・週休日は、土曜日、日曜日を含む２日以上

     ・勤務時間は、週15時間30分から31時間までの範囲内で定められた時間で、１日７時間45分以内

割振り例（多様な勤務形態）

38時間45分

その者の１週間当たりの勤務時間

月 火 水 木 金 土 日

半日勤務の例 4時間 4時間 4時間 4時間 4時間 週休日 週休日

隔日勤務の例 7時間45分 週休日 7時間45分 週休日 7時間45分 週休日 週休日

週前半勤務の例 7時間45分 7時間45分 4時間 週休日 週休日 週休日 週休日

職務の級

職員の区分
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

定年前再任用

短時間勤務

職員

188,700 216,200 256,200 275,600 290,700 316,200 358,000 391,200

職務の級

職員の区分
１級 ２級 ３級 ４級 ５級

定年前再任用

短時間勤務

職員 194,600 205,700 224,200 245,000 275,700
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  （２）定年前再任用短時間勤務職員の年次有給休暇の算出例（比例計算）

① １週間毎の勤務日の日数及び勤務日毎の勤務時間数が同一の職員

     （例１）１日の勤務時間が４時間で、週５日勤務の場合

20日×5日÷5日＝20日（時間数にすると4時間×20日＝80時間）

（例２）１日の勤務時間が５時間で、週４日勤務の場合

20日×4日÷5日＝16日（時間数にすると5時間×16日＝80時間）

     

② １週間毎の勤務日の日数及び勤務日毎の勤務時間数が同一でない職員

（例）１週間のうち７時間45分勤務の日が２日と４時間勤務の日が１日の場合

（週19.5時間勤務：１時間未満切り上げ）

                                   

＝ 10.322…日 → 10日（１日未満四捨五入）

                            

〔時間数にすると10日×7.75時間＝77.5時間〕

155時間 ×（20時間 ÷ 38.75 時間）

7.75時間
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第３ 暫定再任用制度（資料編）

１ 給与

  （１）給料月額（各級毎に単一の額）

暫定再任用職員の給料月額は、給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる額が適用される。

暫定再任用短時間勤務職員の給料月額 ＝

         給料表に定める給料月額 ×

（１円未満の端数切捨て）

行政職給料表（参考：給与法 行政職俸給表(一)）

技能労務職給料表（参考：給与法 行政職俸給表(二))

  （２）手当の一部が支給されない理由

再任用制度における給与制度は、一定期間を区切って雇用するものであるから、長期継続雇用を前提と

した定年前の制度とは異なり、年功的要素は考慮せず、再任用職員の勤務意欲と勤務実績に応え得るシス

テムとして設計されている。

従って、手当に関しては、

・ 職又は勤務の特殊性に応じた手当

・ 正規の勤務時間外の勤務に対する手当

・ 在勤地の賃金水準を直接的に調整補充する基本的給与としての性格を有するもの

・ 勤務提供に直接関わる実費弁償的なもの

等、特に支給することに相当の事情があるものに限って支給し、

・ 長期継続雇用を前提にライフステージに応じた生計費の変動に対して給与上対処するもの

・ 主として人材確保の観点から措置されているもの

については支給されない。

２ 勤務時間

  （１） 暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間の割振り例（多様な勤務形態）

職務の級

職員の区分
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

定年前再任用

短時間勤務

職員
188,700 216,200 256,200 275,600 290,700 316,200 358,000 391,200

職務の級

職員の区分

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

定年前再任用

短時間勤務

職員

194,600 205,700 224,200 245,000 275,700

38時間45分

その者の１週間当たりの勤務時間

月 火 水 木 金 土 日

半日勤務の例 4時間 4時間 4時間 4時間 4時間 週休日 週休日

隔日勤務の例 7時間45分 週休日 7時間45分 週休日 7時間45分 週休日 週休日

週前半勤務の例 7時間45分 7時間45分 4時間 週休日 週休日 週休日 週休日
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  （２）暫定再任用短時間勤務職員の年次有給休暇の算出例（比例計算）

① １週間毎の勤務日の日数及び勤務日毎の勤務時間数が同一の職員

     （例１）１日の勤務時間が４時間で、週５日勤務の場合

20日×5日÷5日＝20日（時間数にすると4時間×20日＝80時間）

（例２）１日の勤務時間が５時間で、週４日勤務の場合

20日×4日÷5日＝16日（時間数にすると5時間×16日＝80時間）

     

② １週間毎の勤務日の日数及び勤務日毎の勤務時間数が同一でない職員

（例）１週間のうち７時間45分勤務の日が２日と４時間勤務の日が１日の場合

（週19.5時間勤務：１時間未満切り上げ）

                                   

＝ 10.322…日 → 10日（１日未満四捨五入）

                             

〔時間数にすると10日×7.75時間＝77.5時間〕

155時間 ×（20時間 ÷ 38.75時間）

7.75時間

97 / 108



第４ 公益的法人等への派遣（資料編）

１ 派遣対象法人

職員を派遣する法人は、「その業務の全部又は一部が当該地方公共団体の事務又は事業と密接な関係を有す

るもの」であることが必要であり、この密接関連性については、

・ 当該地方公共団体の長期計画等における位置づけ

・ 当該地方公共団体からの出資・補助等の状況

・ 当該地方公共団体からの受託事業の実施状況

・ 当該地方公共団体等の役員としての参画状況

・ 当該地方公共団体の許認可権等の関与の有無

等を参考に、総合的に判断することが必要である。

また、派遣先法人は「当該地方公共団体がその施策の推進を図るため人的援助を行うことが必要であること」

が要件とされており、専ら派遣先のニーズだけで地方公共団体の諸施策推進とは関係がない場合には派遣は認

められないので、この要件に合致するか否かを、上記の密接関連性と合わせて十分に検討し、派遣先法人の範

囲を決定することが必要である。

なお、条例でどのような定め方をするかは、各地方公共団体において判断すべき事項であるが、例えば条例

により対象となる法人等の範囲を限定した上で、一部を規則に委ねることも可能であると考えられる。

２ 派遣期間

・ 原則⇒ 派遣期間終了後に地方公共団体の職務に復帰することを前提とした制度であること、職員の身分

取扱いをできるだけ安定したものとすることが重要であること等から、派遣の期間は原則として３

年を超えることができない。

・ 職員派遣の場合の特例⇒ 期間満了時に派遣を終了すると派遣先団体の業務運営に支障が生じる場合等、

任命権者が特に必要があると認めるときは、派遣職員の同意を得て、派遣の期間を５年まで延長す

ることができるとされている。

・ 退職派遣の場合⇒ 派遣期間中、地方公共団体との任用関係がないことから、その身分取扱いの安定性に

配慮して、３年を超えない範囲内で期間の延長はできないこととされている。

３ 職員の同意

派遣にあたっては職員の身分取扱い等が大きく変化することから、勤務条件や派遣先団体において従事する

こととなる業務、災害補償等の処遇、服務等について十分な説明を行い、派遣先団体との取決め内容を明示し

た上で職員の同意を得ることが必要とされている。

同意の形式は、法律上特段の規定はないが、同意を義務付けた趣旨（公務員としての任用関係と民間の労働

関係では処遇等の面で様々な違いがあること、公務以外の業務に従事させるための派遣が公務員の通常の人事

異動の手段として受容されているとは必ずしも言い難い面があること、役員としての派遣も対象としており、

その権利や責任が労働者とは異なるものであること等）から、形式的には文書による対応が必要である。

４ 派遣に関する取決め

派遣先団体は、派遣職員との関係について、期間を定めて受け入れる必要があること、従事させることがで

きる業務に制限があること、一定の事由により地方公共団体の職務に復帰させる（当該団体との雇用契約を終

了させる）必要があることなど、一定の制限を受けることとなる。

また、派遣される職員は、服務や処遇等が大きく変化することになる。

従って、派遣先団体と任命権者において、必要な調整を十分に行い、取決め事項（期間、従事する業務内容、

災害補償、健康保険、福利厚生、職務への復帰、勤務条件等）をできる限り具体的に定めることが必要である。
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５ 派遣期間満了後の職員を同一団体へ再度派遣することの可否（派遣期間満了後の扱い）

   派遣期間が満了した職員について、引き続いて同じ団体に再度職員派遣することは、職員は基本的には地方

公共団体の職務に従事するべきものであることを考慮すると、一般的には適当ではない。しかしながら、再度

の職員派遣を行わないこととした場合には地方公共団体の施策推進が著しく損なわれる等特別の事情がある場

合にあっては、職員派遣の期間が満了した職員を引き続いて同じ団体に再度職員派遣することもあり得る。こ

の場合には、職員派遣の手続きを改めて行った上で派遣を行う必要がある。

６ 派遣された職員の社会保険等の取扱い（共済組合、災害補償、退職手当）

区 分 派遣職員以外の職員 公益的法人等への派遣 特定法人への派遣

① 年  金

（長期給付）

地方公務員等共済組

合法適用

地方公務員等共済組合法適用

※ 派遣期間通算

（派遣法7②）

地方公務員等共済制度適用

※ 派遣期間通算

（派遣法11）

② 医療保険

（短期給付）

地方公務員等共済組

合法適用

地方公務員等共済組合法適用

（派遣法7②）

派遣先の医療保険制度適用

→ 政府管掌健康保険、

雇用保険（育児休業手当金

及び介護休業手当金に関

する部分）

（派遣法11）

③ 災害補償 地方公務員災害補償

法適用

派遣先の災害保障制度適用

→ 労働者災害補償保険

派遣先の災害保障制度適用

→ 労働者災害補償保険

④ 福利厚生 地方公務員等共済組

合法適用

地方公務員等共済組合法適用

（派遣法7②）

地方公務員等共済組合法の福

祉事業の利用不可

→ 派遣先の制度利用

⑤ 退職手当 退職手当条例適用 退職手当条例適用

※ 派遣期間通算

（退手条例5の5②）[注 1]

退職手当条例適用

※ 派遣期間通算

（退手条例5の6②）[注 2]

［注１］ 派遣先団体から退職手当の支払いを受けた場合は、在職期間から派遣期間を除算する（退手条例5の

5③）。

［注２］ 営利法人において、職員としての勤務期間を特定法人に使用される者としての勤続期間に通算するこ

とを定めている法人への派遣に限る（退手条例5の6②）。

７ 派遣職員の職務復帰に係る赴任旅費

  ・ 「赴任」とは、新たに採用された職員がその採用に伴う移転のため住居若しくは居所から在勤庁に旅行す

ること、又は転任に伴う移転のため旧在勤庁から新在勤庁に旅行することをいう（旅費法2①Ⅶ）。

・ 公益的法人等への派遣期間中の職員は「職を保有するが、職務に従事しない（派遣法4②）」とされ、派遣

先団体において従事する業務は一般的に公務とみなすことはできず、職務復帰のための地方公共団体の勤務  

地への出頭が旅費条例上の「赴任」であるか否かについては疑問が残る。

・ しかしながら、派遣終了後に地方公共団体の勤務地へ出頭を要請することは職務命令であり、職務命令に

よって旅行を行う場合は、それに要する旅費を支給することが必要であることや、派遣先業務を公務とみな

して赴任旅費を支給する自治法派遣や相互交流派遣、研修派遣との整合性を確保する必要から、当該地方公

共団体において赴任旅費を支給することも止むを得ないものと考えられる。

・ この場合、「赴任」に関して上記のような旅費条例上の解釈に疑義が生じることから、規則等において、自

治法派遣等と同様に派遣先を「旧在勤庁」とみなす旨を規定しておくことが必要である。

99 / 108



８ 職員派遣手続フロー

団 体 か ら の

派 遣 要 請

団体指定の検討

派遣ポストの検討

給与支給元の検討

取決め事項の検討

○ 職員派遣の適否及び条例列挙の検討

  検 討 内 容

  ・ 派遣要請団体の設立根拠法

  ・ 地方公共団体の事務又は事業との密接な関連性の有無

  ・ 施策の推進を図るための人的援助の必要性の有無

  ・ 公益の増進性、寄与性の有無（特定法人）

  ・ 派遣職員の給与・福利厚生等の処遇の検討

○ 従事業務内容の検討

  検 討 内 容

  ・ 団体の業務が密接な関連性を有しているか否か

    ⇒密接な関連性のある業務部門のみ派遣可能

  ・ 団体の主たる業務が密接な関連性を有すると認められる業務か否か

    ⇒内部管理業務への派遣可能

○ 当該地方公共団体の給与支給の検討

  検 討 内 容

  ・ 派遣職員が従事する業務が

   ⅰ 当該地方公共団体の委託業務

   ⅱ 当該地方公共団体との共同業務

   ⅲ 当該地方公共団体の事業等を補完し、支援する業務

   であって、その実施により地方公共団体の事業等の効率的、効果的な実

施等が図られるか否か

    ⇒当該地方公共団体支給可能

○ 取決め内容の検討

  検 討 内 容

  ・ 勤務条件（給与・報酬等）、従事業務、派遣期間、復帰に関する事項、

   福利厚生上の処遇等

条例の制定

職 員 の 同 意

（条件提示）

派遣協約書の締結

派      遣
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第５ 一般職の任期付研究員（資料編）

１ 国家公務員の一般職の任期付研究員の給与（通知平12.7.1自治公14）

（１） 俸給

従来の研究職俸給表⇒長期雇用を前提として、あらかじめ職務の級に分類し、年々の能力の伸長や経験

の蓄積に従って昇格、昇給を行うことを前提に設定されている。

任期付研究員俸給表⇒任期中において行うこととなる研究業務にふさわしい給与を確保するために、簡

素な号俸構成からなる俸給表が設定されている。

（２） 手当

俸給自体をその者が任期中に期待される研究成果、研究活動等にふさわしいものとしていることから、

業績等と密接に関連すると考えられる手当（俸給の特別調整額（管理職手当）、勤勉手当等）については支

給しないこととされている。

また、長期継続雇用の中でライフステージの変化による生計費の変動を調整することを目的として支給

される手当（扶養手当、住居手当）については、任期を定めて採用している趣旨から支給しないこととさ

れている。

２ 裁量労働制（労基法38の 3、任期付研究員法（地公）6）

（１） 裁量労働制とは

仕事の仕方や時間配分などについて､使用者が細かく指示するのではなく労働者本人の裁量に任せると

いうもので､労使協定（任期付研究員の場合、労使協定ではなく条例）でその業務を通常処理するためには

どの程度の時間を労働するのが適当であるかについて定めた場合には､その日その日の現実の労働時間に

かかわらず､協定（条例）で定めた時間労働したものとみなされるもの。

基本的に、一般職の地方公務員は適用除外とされている（地公法58③）。

（２） 任期付研究員に裁量労働制を適用する場合について

① 対象となる業務

任命権者が、その業務の遂行方法を大幅に職員の裁量にゆだねる必要があるため、当該業務の遂行の

手段及び当該業務を行うための勤務時間の割り振りについて具体的な指示をすることが困難と認める業

務

② 条例で定める内容

ア 対象となる業務のうち、職員に就かせることとする業務

イ 対象業務に従事する職員の勤務時間として算定される時間

     ウ 対象業務の遂行の手段及び時間配分の決定等に関し、当該対象業務に従事する職員に対し具体的な

指示をしないこと

     エ 対象業務に従事する職員の勤務時間の状況に応じた当該職員の健康及び福祉を確保するための措置

を講じること

     オ 対象業務に従事する職員からの苦情の処理に関する措置を講じること 等
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３ 採用計画（若手研究員の採用計画）

若手研究員の採用にあたって作成する採用計画の内容については、平成9年6月4日付け人事院事務総長通

知「任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例の運用について」を参考に定めることが適当とされている

（通知平12.7.1自治公14）。

若手研究員の採用計画（平成9年6月4日付け人事院事務総長通知）

任期付研究員法第３条第３項に規定する採用計画

文書番号

令和  年  月  日

人事院事務総長        殿

任命権者         

１ 試験研究機関等

２ 採用予定官職（所属部課名）

３ 当該官職に係る研究業務（期待される研究成果、研究活動等）の内容

４ 当該研究業務が任期付研究員法第3条第1項第2号に掲げる研究業務に該当する理由

５ 採用予定日及び任用予定期間

６ 選考の手続

（１）選考予定時期

（２）募集の時期

（３）募集の方法及び範囲

（４）選考委員会を設置する場合はその構成

（５）論文審査以外の評価項目
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第６ 一般職の任期付職員（資料編）

１ 特定任期付職員及び一般任期付職員を採用できる場合（想定されるケース）

（１） 特定任期付職員

① 高度の専門的な知識経験を有する者を採用する場合（任期付職員法(地公)3①）

採用対象者 採用対象業務

企業会計に精通した公認会計士 公立病院等公営企業の財政状況の分析・健全化の企画立案責任者

弁護士 総合的な訴訟施策の企画立案業務

高度の法律専門家

（大学教員、弁護士等）

政策法務担当部門の充実強化施策の責任者

    ② 優れた識見を有する者を採用する場合（任期付職員法(地公)3①）

採用対象者 採用対象業務

優れた識見を有する民間企業の

役員等

時事の政策課題に係る施策の企画立案、長期総合計画の立案

（２） 一般任期付職員

① その育成に相当の期間を要する等のため、一定期間部内で確保しがたい専門的な知識経験を有する者

を採用する場合（任期付職員法(地公)3②Ⅰ）

採用対象者 採用対象業務

大規模イベントの運営等に習熟

した者

国際会議等の開催準備のための企画運営業務

原子力関係企業の職員 原子力関係施設における事故の発生を踏まえた原子力安全対策

業務

② その性質上、有効に活用できる期間が一定の期間に限られる専門的な知識経験を有する者を採用する

場合（任期付職員法(地公)3②Ⅱ）

採用対象者 採用対象業務

システムエンジニア等情報技術

に関する専門知識を有する者

地域情報化（電子市役所等の推進等）の推進に関する企画立案

③ 民間での実務経験を通じて得られる最新の専門的な知識経験を直接反映させ有効に活用するため、当

該専門的な知識経験を有する者を採用する場合（任期付職員法(地公)3②Ⅲ ※条例で規定した場合）

採用対象者 採用対象業務

経済、金融に関する専門知識・経

験を有する金融機関職員、金融系

シンクタンクの職員

公金の管理・運営
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Ⅵ 職種による勤務条件等の特例

第１ 企業職員（資料編）

１ 簡易水道事業に従事する職員

  ・ 地方公営企業法    ⇒ 「水道事業」に簡易水道事業は含まない（地公企法2①Ⅰ）

  ・ 地方公営企業等の労働関係に関する法律 ⇒ 「水道事業」に簡易水道事業を含む（地公労法 3Ⅰで簡易

水道事業を除外していない）

  ⇒ 地方公営企業等の労働関係に関する法律において、簡易水道事業の職員についても地方公営企業法第 38

条並びに第39条第１項及び第３項から第６項までの規定を準用することを定め、簡易水道事業の職員につい

ても他の地方公営企業の職員と同様の身分取扱いをすることとされている（地公労法17）。

２ 条例適用事業（条例により地方公営企業法第4章（職員の身分取扱い）の規定が適用される事業）

  ① 条例で地方公営企業法の規定を適用する方法は、

     a 病院事業について、財務規定等以外の規定を適用→結果的に地方公営企業法の全部が適用される

     b 法定事業及び病院事業以外の事業で主としてその経費を当該事業経営に伴う収入をもって充てるも

の（以下「その他の事業」）について、地方公営企業法の全部を適用

     c その他の事業について、地方公営企業法の財務規定等のみを適用

の3方法と規定されており、任意の条項を選んで適用することはできない（地公企令1）。

  ② 従って、地方公共団体が経営する事業についての地方公営企業法の適用関係は

     a 全部適用

     b 財務規定のみ適用

     c 非適用

   の 3通りとなる。

  ③ 「企業職員」は地方公営企業法第4章の規定が適用される職員であるから、上記1の簡易水道事業の職員

   の場合を除き、地方公営企業法の全部が適用される事業の職員ということになる（条例で地方公営企業法第

   4章のみを適用することはできない）。

３ 管理者を置かないことができる企業（政令で定める企業）（地公企法7、地公企令8の2）

  次の事業以外の事業は管理者を置かないことができる。

  ① 水道事業（簡易水道事業を除く。）で、常時雇用される職員の数が200人以上であり、かつ給水戸数が5

   万戸（水道用水供給事業にあっては、給水能力が1日20万立方メートル）以上であるもの

  ② 工業用水道事業で、常時雇用される職員の数が100人以上であり、かつ、給水能力が1日50万立方メート

   ル以上であるもの

  ③ 軌道事業、自動車運送事業又は鉄道事業で、これらの事業を通じて、常時雇用される職員の数が200人以

   上であり、かつ、事業の用に供する車両の数が150両以上であるもの

  ④ 電気事業で、常時雇用される職員の数が100人以上であり、かつ、発電所の最大出力の合計が5万キロワ

   ット以上であるもの

  ⑤ ガス事業で、常時雇用される職員の数が100人以上であり、かつ、供給戸数が2万戸以上であるもの

４ 管理者の権限を「長が行う」ということ（地公企法８②）

   管理者の権限を「長が行う」とは、長が法律上当然に管理者の権限を執行することであって、長が管理者を

  兼ねるという関係が生ずるのではない。この場合、地公企法第14条の企業独自の組織も有し、管理者制度も存

  在するのであって、たまたま管理者という具体的個人が置かれていないだけである。
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５ 給与支給の原則の特例（労基法24、労基則7の2）

特例が認められる場合

通貨払いの原則 下記の場合は通貨以外のもので支払うことができる。

1 法令若しくは労働協約に別段の定めがある場合

2 厚生労働省令で定める賃金について確実な支払の方法で厚生労働省令で定めるもの

による場合

① 労働者の同意を得た場合は、賃金の支払いについて、下記の方法によることがで

  きる（労基則7の2）

   a 労働者が指定する銀行その他の金融機関に対する当該労働者の預金又は貯

    金への振込み

   b 労働者が指定する証券会社に対する当該労働者の預り金（労基則7の2①Ⅱ

    イ、ロの要件を満たすものに限る。）への払込み

   c 労働者が指定する指定資金移動業者への資金移動（デジタル払い）

② 労働者の同意を得た場合は、退職手当の支払いについて、①のほか、下記の方法

  によることができる。

   a 銀行その他の金融機関によって振り出された当該銀行その他の金融機関を

    支払人とする小切手の交付

   b 銀行その他の金融機関が支払保証をした小切手の交付

   c 郵便為替の交付

全額払いの原則 下記の場合は賃金の一部を控除して支払うことができる。

1 法令に別段の定めがある場合

  所得税法183①、地方税法41及び321の 3、地共済法115、民事執行法151等

2 労働者の過半数で組織する労働組合又は労働者の過半数を代表する者との書面によ

る協定がある場合

※ 直接払いの原則については、特例が認められていない。
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６ 公営企業職員と一般の職員との身分取扱等の相違

事    項 公 営 企 業 の 職 員 一 般 の 職 員

職員の任命権者

企業管理者

   ただし、地方公共団体の規則で定める主要な職員の任免については、地方

   公共団体の長の同意が必要

地公企法15
地方公共団体の長、教育委員会等

  (Ⅰ人事編 第2人事機関 1 任命権者 参照)
自治法172②

服 
 

務

政治的行為の制限
政令で定める基準に従い地方公共団体の長が定める職にある者を除き、地方公務員法第

36条の適用はない。
地公企法39② 他の法律に定めがある場合を除き、すべての職員に適用される。 地公法36

争議行為等の禁止

職員・組合は同盟罷業・怠業その他の業務の正常な運営を阻害する一切の行為をするこ

とができない。

職員・組合員・役員はこれらの禁止行為を共謀し、そそのかし、あおってはならない。

地方公営企業は、作業所閉鎖をしてはならない。

地公労法11

地公企法39①

職員は、同盟罷業・怠業その他の争議行為をし、怠業的行為をしてはならない。

何人も、このような行為を企て、遂行を共謀し、そそのかし、あおってはならない。
地公法37

給 
 

与

職務給の原則
給与は、職務と責任に応じ、職員の発揮した能率が充分に考慮されるものでなければな

らない。
地公企法38② 給与は、職務と責任に応ずるものでなければならない。 地公法24①

均衡の原則

給与は、次の事情を考慮して定める。

  ① 生計費

  ② 同一・類似の職種の国・地方公共団体の職員、民間事業の従事者の給与

  ③ 企業の経営の状況

  ④ その他の事情

地公企法38③

給与は、次の事情を考慮して定める。

  ① 生計費

  ② 国・他の地方公共団体の職員、民間事業の従事者の給与

  ③ その他の事情

地公法24②

給与支払の3原則

(通貨払、直接払、全額払)

労働基準法第24条の規定による。

  (直接払の原則についてのみ例外は認められない。)

地公企法39①

労基法24

地方公務員法第25条第1項の規定による。

  (3原則のすべてについて、法律・条令により、例外を定めることができる。)
地公法25

給与の定め方
給与の種類・基準についてのみ条例で定める。その他は管理者が企業管理規程で定める。

また、給与に関する事項は団体交渉の対象となる。

地公企法

38④、9Ⅱ、10

地公労法7Ⅰ

条例で定める。 地公法24⑤

給料表の勧告制度 なし 地公企法39①
人事委員会は、給料表に定める給料額を増減することが適当であると認めるときは、勧告

をすることができる。
地公法26

労

働

関

係

団 結 権 労働組合を結成し、加入することができる。(職員団体は不可)
地公労法5

地公企法39①
職員団体を結成し、加入することができる。(労働組合は不可) 地公法52、58

団体交渉権

労働協約締結権
あり。（管理運営事項については対象外） 地公労法7

団体交渉権は部分的に認められている。（職員の給与、勤務時間その他の勤務条件、これら

に附帯する社交的または厚生的活動を含む適法な活動にかかる事項について。）

管理運営事項については交渉の対象外。労働協約締結権はなし。

地公法55、58

斡旋・調停・仲裁制度 あり 地公労法4、14～16 なし 地公法58

苦情処理 苦情処理共同調整会議を設けなければならない。 地公労法13 人事委員会（公平委員会）に対し、勤務条件措置要求ができる。 地公法46

在籍専従の期間 7年以下(在職期間を通じて)の範囲内で労働協約で定める期間 地公労法附則④ 7年以下(在職期間を通じて)で、人事委員会（公平委員会）規則で定める期間
地公法55の2

地公法附則20

労働基準法の適用 災害補償に関する部分を除き、全て適用される。 地公企法39① 労働条件の決定、賃金の支払、災害補償、就業規則に関する部分等が適用されない。 地公法58

不利益処分の審査請求制度 なし（※労働基本権が原則認められているため。） 地公企法39① 人事委員会（公平委員会）に対し、審査請求ができる。 地公法49の2
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第２ 単純労務職員（資料編）

１ 単純な労務に雇用される一般職に属する地方公務員の範囲を定める政令

（昭和26年 2月 15日政令第25号）

   地方公務員法附則第21項に規定する単純な労務に雇用される職員とは、一般職に属する地方公務員で左の各

  号の一に掲げる者の行う労務を行うもののうち技術者、監督者及び行政事務を担当する者以外の者をいう。

   一 守衛、給仕、小使、運搬夫及び雑役夫

   二 土木工夫、林業夫、農夫、牧夫、園丁及び動物飼育人

   三 清掃夫、と殺夫及び葬儀夫

   四 消毒夫及び防疫夫

   五 船夫及び水夫

   六 炊事夫、洗たく夫及び理髪夫

   七 大工、左官、石工、電工、営繕工、配管工及びとび作業員

   八 電話交換手、昇降機手、自動車運転手、機械操作手及び火夫

   九 青写真工、印刷工、製本工、模型工、紡績工、製材工、木工、及び鉄工

   十 熔接工、塗装工、施盤工、仕上組立工及び修理工

   十一 前各号に掲げる者を除く外、これらの者に類する者

   （※ この政令は、地方公営企業等の労働関係に関する法律(昭和27年 7月法律第289号)の制定により地方

公務員法附則21項が削除されたことに伴い失効になった。）

２ 給料

  （１） 級別職務分類表（４級制の場合の例）（単労給与規程3、別表2）

職 務 の 級 職             務

１ 級 １ 運転技術員等の職務

２ 業務員等の職務

２ 級 １ 相当の技能又は経験を必要とする業務を行う運転技術員等の職務

２ 相当の技能又は経験を必要とする業務を行う業務員等の職務

３ 級 １ 主任の職務

２ 高度の技能又は経験を必要とする業務を行う運転技術員等の職務

３ 高度の技能又は経験を必要とする業務を行う業務員等の職務

４ 級 相当の技能又は経験を必要とする業務を行う主任の職務

備考

  １ 「運転技術員等」とは、運転技術員、電話交換員、巡視及び技能員をいう。

  ２ 「業務員等」とは、業務員、調理員、看護助手、土木業務員、甲板員及び清掃員をいう。

  （２） 初任給基準表（単労給与規程4、別表3）

職  種 学 歴 初        任        給

運 転 技 術 員 等 高 校 卒 1級17号俸から1級49号俸まで

中 学 卒 1級1号俸から1級37号俸まで

業 務 員 等 中 学 卒 1級1号俸から1級29号俸まで

     備考

      1 職種欄の各区分については、別表第2の級別職務分類表の備考欄に定めるところによる。

      2 初任給の号俸は、この表の初任給欄の号俸の範囲内で定めるものとする。ただし、この表の初任給

      欄の号俸の範囲内で部内の他の職員との均衡を考慮して定める号俸が、その者の有する学歴・免許等

      の資格、経験年数等を勘案した場合に著しく不適当であると認められるときは、別段の定めをするこ

      とができる。
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３ 期末・勤勉手当

  ・ 加算表（単労給与規程5②③、別表5）

職                     員 加 算 割 合

基準日現在の経験年数が 40 年（新中卒）以上の職員又は基準日現在の経

験年数が○○年（新中卒）以上 40 年（新中卒）未満の職員で職員となっ

た日から基準日までの引き続いた在職期間が20年以上のもの

5/100

     ※ 期末手当の額を算出する場合において、上記職員欄に掲げる職員にあっては、基準日現在において

職員が受けるべき給料の月額に、上記加算割合欄に掲げる割合を乗じて得た額を加算した額を期末手

当基礎額及び勤勉手当基礎額とする。
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